
第 31 回 医療経済研究機構シンポジウム 

「地域医療構想の

これまでとこれから」 

日時 ： 令和 8年 1 0月 1 4日(水) 13:00～16:30（開場12:30） 

会場 ： 全国社会福祉協議会 灘尾ホール

お願い 

★ 当シンポジウムにつきまして、録音、録画、並びに資料の無断転載はご遠慮いただきます

ようお願いいたします。

★ 講師のご事情により、スライドの一部が配布資料と異なる場合がございます。大変恐れ入

りますが、講師のご意向としてご理解の程、お願いいたします。

ご協力のほど宜しくお願い致します。 

福井 葉月
取り消し線



第 31 回医療経済研究機構シンポジウム 

「地域医療構想のこれまでとこれから」

－ プログラム － 

13:00-13:05 開会挨拶 

宮島 俊彦 代表理事（医療経済研究機構 代表理事） 

13:05‐13:30 問題提起 

遠藤 久夫 所長 （医療経済研究機構 所長） 

13:30‐13:55 講演Ⅰ 

中谷 祐貴子 様 （厚生労働省医政局地域医療計画課長） 

13:55‐14:20 講演Ⅱ 

今村 知明 様 （奈良県立医科大学 教授） 

14:20-14:45 講演Ⅲ 

神野 正博 様 （全日本病院協会 会長） 

14:45‐15:10 講演Ⅳ 

風間 雄一郎 様 （福島県保健福祉部 次長） 

15:10-15:25 休憩（15 分） 

15:25-16:30 パネルディスカッション 

座  長  遠藤 久夫 所長 

パネリスト 中谷 祐貴子様、今村 知明様、神野 正博 様、風間 雄一郎 様 

16:30 閉会 





問題提起

遠藤 久夫
医療経済研究機構 所長



略 歴 

 
 
氏名︓遠藤 久夫（えんどう ひさお） 
 
現職︓医療経済研究機構所長、学習院大学学長 
 
最終学歴︓一橋大学大学院博士課程単位取得退学 
 
専門︓医療経済学、医療政策 
 
審議会委員等︓「中央社会保険医療協議会（中医協）」会長、「中医協薬価専門部会」部会長、
「社会保障審議会医療保険部会」部会長、「社会保障審議会介護保険部会」部会長、「社会保障
審議会短期間労働者への社会保険適用等に関する特別部会」部会長、「社会保障制度改革国民
会議」会長代理、「全世代型社会保障検討会議」委員、「東北地方における医学部設置に係る構想
審査会」座長、「特定機能病院及び地域医療支援病院のあり方に関する検討会」座長、「臨床研究
に係る制度の在り方に関する検討会」座長、「厚生労働科学研究費補助金政策科学総合研究事業
事前企画評価委員会」座長、「医療・介護データ等の解析基盤に関する有識者会議」座長、「地域医
療構想策定ガイドライン等に関する検討会」座長、「看護基礎教育検討会」座長、「高齢者の保健事
業と介護予防の一体的な実施に関する有識者会議」座長、「医師の働き方改革の推進に関する検討
会」座長、「医薬品の迅速・安定供給実現に向けた総合対策に関する有識者検討会」座長、「新たな
地域医療構想等に関する検討会」座長、「こども未来戦略会議」委員、「日本専門医機構」理事、「医
療経済学会」会長、「国立社会保障・人口問題研究所」所長等を歴任。 
現在、「社会保障審議会」会長、「社会保障審議会医療部会」部会長、「医道審議会」委員、「医

道審議会医師分科会医師専門研修部会」部会長、「医療介護総合確保推進会議」委員、「医師養
成過程を通じた医師の偏在対策に関する検討会」座長、「地域医療構想及び医療計画等に関する検
討会」座長、「東京都 地域医療対策協議会」委員、「医療情報基盤・診療報酬審査支払機構 運
営委員会」委員長等を務める。 
 
 

（令和 8年 10月現在） 



地域医療構想 これまでとこれから
―医療提供体制改革の課題―

遠藤 久夫
医療経済研機構所長
学習院大学学長

１． これまでの地域医療構想について 

１）成果をどのように評価しますか。 

２）どのような課題が浮き彫りになりましたか。 

２． 新たな地域医療構想について 

１）推進する上で予想される課題は何ですか。

２）課題を克服するために必要な対策はなんだと思いますか。



１．病床数の需給調整の特徴

（１）市場メカニズムが働かないので自律的な調整が難しい
〇情報の非対称性の存在
〇公的医療保険制度により価格メカニズムが機能しない

→過不足医療、過剰医療といった非効率な資源配分が生ずる

（２）計画原理の限界
〇日本は民間医療機関が多い→私的財産の活用に関する制約
〇地域差が大きいため「国」の管理では非効率→自治体の役割が重要

（３）準市場メカニズム
〇需給の可視化：情報の非対称性の低下
〇インセンティブと規制的手法の補完
〇地域単位での意思決定

２．政策手段
（１）インセンティブ
①診療報酬：例）在宅位医療の推進（⇐高い価格、要件緩和）
〇政策効果は強力だが原則全国一律なので地域事情の反映が困難
〇患者自己負担への反映をどう考えるか

②補助金
〇自治体の自由度が高い→地域対応が可能 〇患者自己負担への影響がない
〇診療報酬と比較して継続性が懸念

（２）規制的手法
①医療計画：元来「病床規制」→過剰な増床を抑制＝既存病床を削減できない
②保険医療機関・保険医数の地域別上限規制
〇保険医療機関の規制→外来過多地域の診療所開設に部分的導入
〇保険医の規制→議論はあるが基本的人権との関係で具体案無し

（３）可視化
〇必要病床数の推計：需要見通し 〇診療情報を用いた病床機能評価（客観的評価）
〇自治体へのデータ提供、分析アドバイザーの派遣

（４）協議の場の場
〇「調整会議」の設置

（５）連携・統廃合の自由度向上
〇地域医療連携推進法人

※太字は地域医療構想における政策手段



３．これまでの地域医療構想の成果（日本全体）

①病床全体
〇約5％の病床削減
〇必要病床数に接近

②病床機能別
〇急性期病床
（実際＞必要病床数）
〇回復期病床
（実際＜必要病床）

厚生労働省HPより

全国 0.94 0.99 三重県 0.93 1.07
北海道 0.91 0.96 滋賀県 0.97 1.02
青森県 0.86 1.01 京都府 0.90 0.84
岩手県 0.88 1.06 大阪府 0.99 0.83
宮城県 0.93 1.00 兵庫県 1.01 1.00
秋田県 0.86 1.02 奈良県 0.95 0.98
山形県 0.88 1.09 和歌山県 0.87 1.12
福島県 0.91 1.11 鳥取県 0.93 1.12
茨城県 0.93 1.05 島根県 0.87 1.14
栃木県 0.94 1.05 岡山県 0.93 1.07
群馬県 0.91 1.05 広島県 0.90 1.01
埼玉県 1.05 0.92 山口県 0.87 1.14
千葉県 1.04 0.96 徳島県 0.87 1.12
東京都 1.00 0.92 香川県 0.94 1.07
神奈川県 1.02 0.83 愛媛県 0.85 1.10
新潟県 0.87 1.01 高知県 0.85 1.11
富山県 0.85 1.19 福岡県 0.93 0.97
石川県 0.89 1.07 佐賀県 0.94 1.22
福井県 0.90 1.09 長崎県 0.87 1.08
山梨県 0.99 1.18 熊本県 0.85 1.21
長野県 0.93 1.06 大分県 0.95 1.11
岐阜県 0.89 1.04 宮崎県 0.84 1.17
静岡県 0.93 1.12 鹿児島県 0.92 1.19
愛知県 0.96 0.95 沖縄県 0.96 0.87

2025年見通し
病床数/2025
年必要病床数都道府県

2024年病床
数/2015年
病床数

2025年見通し
病床数/2025
年必要病床数 都道府県

2024年病床
数/2015年
病床数

３．これまでの地域医療構想の成果
（都道府県）

③都道府県別全病床数の変化

〇病床数が減少していない県
埼玉、千葉、東京、神奈川、兵庫、
（大阪）

〇必要病床数を下回っている県
埼玉、千葉、東京、神奈川、京都、
大阪、奈良、福岡
⇒大都市周辺に団塊の世代が多く、
今後高齢者が増えるため

厚生労働省HPより作成



４．新たな地域医療構想の特徴
（１）目的の変化
（これまで）主として機能別病床数の調整⇒（新）医療提供体制全体の調整

（２）マイナーチェンジ
①必要病床数算定の見直し
〇社人研の推計値を適宜反映 〇現状投影→政策反映（前回も在宅医療は反映された）

②地域医療構想区域の見直し
〇2次医療圏にこだわらず実態に合わせる

③病床機能の見直し
〇高度急性期、急性期、回復期、慢性期機 ⇒高度急性期、急性期、包括期、慢性期機

④インセンティブの強化
 〇「病床数適正化緊急支援基金」の創設

（３）新たな取り組み：調整の対象が拡大
①医療機関機能の設定と報告：患者や地域にとっては病床機能より病院機能が重要
〇機能
・高齢者救急地域急性期機能 ・性期拠点機能 ・在宅医療等連携機能
・専門等機能 ・医育及び広域診療機能
〇医療機関機能報告制度（これまでの病床機能報告に加える）

②在宅医療・介護との連携
③精神科病床を対象に加える

（④医師の確保：地域偏在対策）

地域医療構想に関するアンケート 医療経済研究機構2026年10月1日現在
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Ⅰ. 現在の地域医療構想について

⑪その他（具体的に）

・病床機能報告の制度設計そのものの構造的欠陥

・病床機能報告上は特に回復期において乖離があるが、本県で独自で導入している定量基準分析によると各機能における乖離は小幅となっているため、調整会議等でどのように評価するか
振り返りを行っているところ。取組期間中に新型コロナウイルスの感染拡大があったため、急性期病床を減らす流れに歯止めがかかったと思われる。

・慢性期病床については、介護療養病床の介護医療院への転換など、制度変更が反映されていない。

・病床機能報告制度に課題があると思料される。病床機能報告は病棟単位で行われるため、複数の機能を有する病棟の実態を十分に反映できない場合があった。また、医療機能の区分につ
いては厚生労働省から考え方が示されているものの、その解釈には医療機関ごとの差異も見受けられた。

・地域の面積や医師偏在といった地方の実情への視点が十分でなかった （単なる数字合わせは医療過疎のリスクを高める制度となっている）

（1）以下の①～⑪から重要なものを【最大５つ】選んでください。

17（19.3%）
0（0.0%）

8（9.1%）
0（0.0%）

12（13.6%）
18（20.5%）

14（15.9%）
5（5.7%）

4（4.5%）
4（4.5%）

6（6.8%）
0% 10% 20% 30% 40%

①機能別必要病床数の定義や推計方法に問題があった

②構想区域の策定に問題があった

③地域の医療事情を関係者間で共有するためのデータが十分でなかった

④「重点支援区域」の制度が不十分であった

⑤病床再編の必要性に関する問題意識が医療機関に十分に共有されていなかった

⑥それぞれの医療機関の置かれている事情（設置形態、収益構造、地域での役割等）が異なるため連携…

⑦病床再編に対する補助金などのインセンティブが十分でなかった

⑧自治体の権限が不十分でリーダーシップがとりづらかった

⑨自治体に専門家が不足していた

⑩地域医療構想調整会議が有効に機能しなかった

⑪その他

乖離の理由を最大５つまで  n=２5
（回答数, パーセンテージ）



問２．病床全体、もしくは機能別病床において、実際の病床数と必要病床数に
「かなり乖離があった」場合、その理由は何だとお考えですか。
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Ⅰ. 現在の地域医療構想について

（２）そのうち、最も重要なものを【１つ】選んでください。

8(32.0%）

0(0.0%）

1(4.0%）

0(0.0%）

1(4.0%）

10(40.0%）

1(4.0%）

0(0.0%）

0(0.0%）

0(0.0%）

4(16.0%）

0% 20% 40% 60%

① 機能別必要病床数の定義や推計方法に問題があった

② 構想区域の策定に問題があった

③ 地域の医療事情を関係者間で共有するためのデータが十分でなかった

④ 「重点支援区域」の制度が不十分であった

⑤ 病床再編の必要性に関する問題意識が医療機関に十分に共有されていなかった

⑥ それぞれの医療機関の置かれている事情（設置形態、収益構造、地域での役割等）が異…

⑦ 病床再編に対する補助金などのインセンティブが十分でなかった

⑧ 自治体の権限が不十分でリーダーシップがとりづらかった

⑨ 自治体に専門家が不足していた

⑩地域医療構想調整会議が有効に機能しなかった

⑪ その他

乖離の理由のうち最も重要なもの１つ n=２5
(回答数,パーセンテージ)

⑪その他（具体的に）
・病床機能報告の制度設計そのものの構造的欠陥

・病床機能報告上は特に回復期において乖離があるが、本県で独自で導入している定量基準分析によると各機能における乖離は小幅となっているため、調整会議等でど
のように評価するか振り返りを行っているところ。取組期間中に新型コロナウイルスの感染拡大があったため、急性期病床を減らす流れに歯止めがかかったと思われる。

・病床機能報告制度に課題があると思料される。病床機能報告は病棟単位で行われるため、複数の機能を有する病棟の実態を十分に反映できない場合があった。また、
医療機能の区分については厚生労働省から考え方が示されているものの、その解釈には医療機関ごとの差異も見受けられた。

・数値上は不足している病床（回復期）であっても、地域の医療機関の声を聞くと現状でも余っているといったこともあり、地域の実情からすると病床機能の転換を進める必
要性が小さかった可能性がある。

問３．これまでの地域医療構想を振り返り、より円滑に進めるために
「このような政策が必要だった」とお考えの点はありますか。

⑦その他
・医療機関、関係団体、市町、その他の関係者が当事者意識を持つ取組み
・補助金インセンティブよりも診療報酬制度による影響が大きいと考えているが、診療報酬体系について都道府県が関与する仕組みにはなっていない。
・地域医療介護総合確保基金の柔軟な運用
・数値上は不足している病床（回復期）であっても、地域の医療機関の声を聞くと現状でも余っているといったこともあり、地域の実情からすると病床機能の転換を進める必要性が小
さかった可能性がある。
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Ⅰ. 現在の地域医療構想について

（1）以下の①～⑦から必要な政策を【最大３つ】選んでください。

25(38.5%）

6(9.2%）

21(32.3%）

6(9.2%）

4(6.2%）

0(0.0%）

3(4.6%）

①病床再編に対する補助金等インセンティブの拡大

②病床再編に対する規制的手法（病床削減の強制等）の導入

③国から自治体へ提供するデータの質・量の拡大

④国から自治体への専門家派遣の拡大

⑤自治体の権限強化

⑥構想区域設定の自由度を高める

⑦その他

0% 10% 20% 30% 40%

必要な政策を最大３つまで n=28
（回答数, パーセンテージ）



問３．これまでの地域医療構想を振り返り、より円滑に進めるために
「このような政策が必要だった」とお考えの点はありますか。

（２）そのうち、最も必要だったと思うものを【１つ】選んでください。
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Ⅰ. 現在の地域医療構想について

16(57.1%）

2(7.1%）

6(21.4%）

2(7.1%）

0(0.0%）

0(0.0%）

2(7.1%）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

① 病床再編に対する補助金等インセンティブの拡大

② 病床再編に対する規制的手法（病床削減の強制等）の導入 

③ 国から自治体へ提供するデータの質・量の拡大 

④ 国から自治体への専門家派遣の拡大

⑤ 自治体の権限強化 

⑥ 構想区域設定の自由度を高める 

⑦ その他

必要な政策のうち最も重要なもの１つ n=２8
(回答数,パーセンテージ)

⑦その他（具体的に）
・医療機関、関係団体、市町、その他の関係者が当事者意識を持つ取組み
・地域医療介護総合確保基金の柔軟な運用

問１．新たな地域医療構想を実現するうえで、課題となると思われることは何ですか。
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Ⅱ. 新たな地域医療構想について

⑨その他

・医療機関、関係団体、市町、その他の関係者が当事者意識を持つ取組み

（1）以下の①～⑨から大きな課題だと思われるものを【最大５つ】選んでください。

13(10.2%）

7(5.5%）

25(19.5%）

13(10.2%）

17(13.3%）

25(19.5%）

2(1.6%）

25(19.5%）

1(0.8%）

①地域の実態に合わせた構想区域の見直し

②人口動態だけでなく技術進歩や医療政策を反映した新たな必要病床数の

推計

③医療機関機能の役割分担・公表と地域ごとの最適な配置

④病床機能の役割分担・公表と地域ごとの最適な配置

⑤地域における最適な外来・在宅医療、介護の連携体制の構築

⑥効率的な医療提供体制を構築するための医療機関の連携・再編・集約化

⑦地域医療構想と医療計画の連携

⑧地域における医療人材の確保

⑨その他

0% 10% 20% 30% 40%

大きな課題だと思われるものを最大５つまで n=２8
（回答数, パーセンテージ）



問１．新たな地域医療構想を実現するうえで、課題となると思われることは何ですか。
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Ⅱ. 新たな地域医療構想について

（２）そのうち、最も大きな課題だと思われるものを【１つ】選んでください。

3(10.7%）

0(0.0%）

12(42.9%）

1(3.6%）

1(3.6%）

7(25.0%）

1(3.6%）

3(10.7%）

0(0.0%）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

① 地域の実態に合わせた構想区域の見直し

② 人口動態だけでなく技術進歩や医療政策を反映した新たな必要病床数の推計 

③ 医療機関機能の役割分担・公表と地域ごとの最適な配置 

④ 病床機能の役割分担・公表と地域ごとの最適な配置 

⑤ 地域における最適な外来・在宅医療、介護の連携体制の構築 

⑥ 効率的な医療提供体制を構築するための医療機関の連携・再編・集約化 

⑦ 地域医療構想と医療計画の連携 

⑧ 地域における医療人材の確保 

⑨ その他

最も大きな課題１つ n=２8
(回答数,パーセンテージ)

問2．新たな地域医療構想の実現に向けて、必要と思われる政策等についてご自由
にご記入ください。

自由回答の一部

［経済的支援］

〇地域医療構想の取組を支援するための地域医療介護総合確保基金のメニューが示されておらず、仮に現在
急性期医療を行っている医療機関が2040年に向けて高齢者救急・地域急性期機能へと転換を検討する場
合でも、診療報酬や転換にかかる補助メニューが明確でないため、資金面も含めた将来計画が立てにくい
状況となっている。国には、医療機関機能の具体的な協議が始まる令和９年度までに、取組を推し進める
ための支援策を示すことが求められている。

〇全国における地域医療介護総合確保基金の活用事例の共有や、基金対象事業の具体的な活用方法の明確化。

〇国から「急性期拠点機能を担う病院は人口20～30万人に１つ」という指標が示されたところだが、手術等
の急性期医療から包括期医療等への転換に要する経費に対する手当が必要と感じる（補助金、給付金、診
療報酬など）。補助金や給付金等を手当する場合には、国の方針による転換であることから、都道府県や
地域の協議ではその妥当性を判断しかねるケースもある。病床数適正化緊急支援事業のように、地域の議
論が必要な場合を限定した上で、国が支給する制度設計をしてもらえると、都道府県間・地域間の公平性
や公正性を担保できるように思う。
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［経済的支援］

〇病院の経営収支がしっかりとプラスになる診療報酬の充実

〇不採算医療を担う公立病院について、設置自治体以外の地域に対しても広域に急性期医療を提供する
（新構想の趣旨に沿った役割を担う）病院に対する支援の拡充が必要と感じる。経営課題への対応が
優先されてしまい、医療機関間の連携などの地域医療構想の取組が進まない現状がある。

〇多くの医療機関が建て替えを含め、施設更新のタイミングを迎えている。一方で、物価高騰や人件費の
上昇により、建築費は上昇傾向が今後も続いていくことが想定される。現在の機能を維持するという
観点でも建替えにかかる補助について国が主導してメニュー化していく必要がある。

〇急性期病床から包括期病床への転換に対するインセンティブとなる施策。（新しい医療構想では特に包
括期病床を増やしていく（急性期から包括期への転換等）ことが求められていると感じられる。）

〇地域で必要とされている医療機関機能を担う医療機関に対する診療報酬等のインセンティブ付与。

〇高齢者救急を評価する診療報酬上の仕組み

〇医療業界の人材を守る抜本的な対策（診療報酬制度の見直し等）

15

［国による詳細なデータ提供］

〇新たな地域医療構想の策定にあたって、取り扱うデータの数が膨大となり、自治体職員のみによ
る分析では限界があるように思料するところ、自治体によってはコンサルタント業者への委託等
により対応しているが、予算などとの兼合いにより全自治体において同様の対応を取ることは難
しく、検討体制・分析内容に差が生じることが予想される。そこで、専門家の派遣や厚労省から
のデータの取扱いの方向性の提示など、自治体ごとの差を少なくするための取組みが必要と考え
る。

〇国は慢性期患者を中心に、病床、介護保険施設、在宅医療の資源を組み合わせて地域の医療提供
体制を考えるべきとしている。これらの検討にあたっては、それぞれの資源を施設およびそれを
支える人材確保、将来の確保の見通しを含め検討する必要があり、膨大なデータをうまく組み合
わせながら分析できるよう、県が業務を委託する際の費用や、国からの直接のデータ提供がこれ
まで以上に求められる。
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［国による詳細なデータ提供］
〇地域の現状分析に必要な国保有データの公開が必要と感じる（少なくとも診療報酬に関する医療機関ご

との詳細なデータを都道府県に提供すべき。）。また、新構想は、入院だけでなく在宅医療や介護連
携まで拡大したことから、都道府県への提供データについてもアップデートすることが望ましい。例
えば、急性期医療を担う各病院の患者住所地、急性期病院からの転院・退院先、退院後の在宅医療や
介護サービスの提供者など、急性期医療を受けるエリア、身近な医療を受け生活するエリアを把握す
るために必要なデータである。エリアを把握した上で、医療や介護の需要、資源の過不足を議論する
ことが地域包括ケアシステムの観点からも理想と考える。

〇医療機関の自主的な取組をベースに連携・再編・集約化を進めていくための地域の協議に必要なデータ
（疾病事業ごとのより詳細な需要推計、病床数の必要量の具体的な推計式等）、先進事例の提供、専
門家の派遣等の技術的・財政的支援。

〇地域ごとの疾病構造、患者流出入、救急搬送、医療人材の状況等を把握できるDPCデータやNDBデー
タ等の分析環境を国が充実させること。

〇新構想に取り組む具体的なメリット、取り組まなかった場合のデメリットが示されると良い。例えば、
新構想の取組を行わなかった場合に、確保が困難となる医療従事者数、維持することが困難となる病
床機能（入院困難となる患者数）、対応困難となる救急受入や手術件数など、具体的なシミュレー
ションが示されれば、関係者間で危機感を共有でき、新構想の実現に向けた取組が期待できるように
感じる。
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［自治体への支援］

〇新たな地域医療構想では、テーマの拡大に合わせて、議論を行うべき関係者も大きく広がり、さらに医
療機関機能をめぐっては利害関係も伴うことで、非常に難しい調整を求められる都道府県の負担が増
大している。そのため、国が地域の実情を正確に把握したうえで、都道府県への具体的な助言ができ
る体制が整えられれば、より構想に向けた取組が加速すると考える。

〇新たな地域医療構想は地域の実情に応じた運用が求められる一方、制度設計やガイドラインの解釈に関
する判断を都道府県に委ねている部分も多い。国においては、都道府県の課題や意見を継続的に把握
し、Q&Aの充実や事例共有、意見交換の場の設定などを通じて、制度運用の改善につなげること。

〇地域医療構想における県・保健所・市町の役割と責任を明確にし、市町が地域の医療提供体制に関する
協議や政策形成に参画できる権限・体制を整備することが重要なため、国による地域別の医療需要・
患者流出入等のデータ提供、専門人材の派遣、医師会・医療機関との調整支援など、県・市町に対す
る継続的な支援が必要と考えます。

〇制度運用上の疑義や照会事項については、都道府県における検討や関係者との調整に直結するものであ
ることから、厚生労働省においては迅速かつ統一的な見解を示すとともに、地域医療構想の推進に向
けた助言・支援体制のさらなる強化を図られたい。

地域医療確保総合確保基金を活用し、医療機関の連携等に対する取組を財政面から支える。
〇地域で必要とされる医療機関機能や病床機能を担わない医療機関に対し、機能の見直しや転換等を促進

するため、自治体の関与・権限を強化。
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［医師偏在対策］
〇大学病院、基幹病院を中心とした医療人材の確保・育成・派遣について、都道府県単位で協議・調整で

きる仕組みを国が主体的に強化すること。
〇医師の診療科偏在の是正のため、診療科をまたぐ公的なリカレント教育プログラムの確立と合わせて、

特に医師不足が深刻な診療科限定で医師個人の所得税や住民税の減税を行うなど、直接的なインセン
ティブの付与。研修医の定員を国が医療需要に合わせて厳格に管理を行う、地域枠同様に特定の不足
している診療科で一定期間働くことを義務づける診療科枠の設置など。

［精神病院］
〇精神病床の歴史的経緯に関する都道府県医療政策担当者への説明

［介護］
〇介護職員の高齢化・減少による在宅医療部門の撤退を防ぐため、医療・介護連携を維持・強化するため

の財政的・制度的サポート。
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2021年4月1日

厚生労働省 医政局

2040年に向けた地域医療構想について

○ 医療提供体制構築のための議論の単位や、必要病床数の運用が可能となる単位として、人口20万人以上を基本とし
つつ、地域の実情を踏まえ、構想区域を設定。

○ 医療機関機能報告等に基づき、都道府県及び各構想区域に設置する地域医療構想調整会議において、地域ごとの医
療機関機能（高齢者救急・地域急性期機能、急性期拠点機能、在宅医療等連携機能、専門等機能）の確保や医療機関
機能を踏まえた医療機関間の役割分担等について、地域の関係者による協議を実施。

○ 地域医療構想の取組による効果等を踏まえた、構想区域別、機能区分（高度急性期・急性期・包括期・慢性期）別
の2040年の病床の必要量（必要病床数）を推計。

○ 都道府県は地域医療介護総合確保基金を活用し、病床の機能分化・連携に加え、医療機関の連携・再編・集約化に
向けた取組を支援。さらに、自主的な取組だけでは進まない場合、医療法に定められている権限の行使を含めた役割
を適切に発揮することで、地域医療構想の実現を図る。

※ 地域医療構想は、病床の削減や医療機関の統廃合ありきではなく、地域での自主的な協議を踏まえて取り組むもの

地域医療構想について

• 地域医療構想は、都道府県が、中長期的な人口構造や地域の医療ニーズの質・量の変化を見据え、良質かつ適切な

医療を効率的に提供できる体制を確保するため、医療機関の自主的な報告等を踏まえ、地域の関係者との協議を行

い地域の実情に応じて策定するもの。

• 85歳以上の高齢者の増加や人口減少が更に進む2040年とその先を見据え、全ての地域・全ての世代の患者が、適

切に医療・介護を受けながら生活し、必要に応じて入院し、日常生活に戻ることができ、同時に、医療従事者も持

続可能な働き方を確保できる医療提供体制の構築に向け、住民を含め地域の関係者の理解を得ながら取組を進める。

具体的な取組
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2040年頃に向けた医療の課題

Ⅰ．将来の人口構造の変化と求められる医療需要

○ 地域ごとにみると、生産年齢人口はほぼ全ての地域で減少し、高齢人口は、大都市部では増加、過疎地域では減少、地方都市部では高齢人口が増加する
地域と減少する地域がある。

○ こうした地域差の拡大に伴い、地域ごとの課題や地域に求められる医療提供体制のあり方はそれぞれ異なったものとなる。

≪入院患者数が最大となる年（二次医療圏別）≫ ≪2025年→2040年の年齢区分別人口の変化の状況（構想区域（337区域）別）≫

Ⅱ．生産年齢人口の減少に伴う、医療従事者の確保の課題

○ 生産年齢人口の減少に伴い、医療従事者の確保が更に困難となる中、働き方改革等とあわせて、医療DX等を着実に推進していくことが重要。

○ 医師については、人口が減少する中での医師養成のあり方や医師偏在が課題となっているほか、特に診療所の医師は高齢化しており、診療所数は人口が少
ない二次医療圏では減少傾向、人口の多い二次医療圏では増加傾向にある。

○ 歯科医師、看護師等の医療従事者についても、将来にわたって医療提供体制を確保するため、その養成のあり方や偏在等の課題、専門性を発揮した効果的
な活用の重要性が指摘されている。

○ これらの課題に対応し、85歳以上の高齢者の増加や人口減少がさらに進む2040年以降においても、全ての地域・全ての世代の患者が、適切な医療・介護
を受け、必要に応じて入院し、日常生活に戻ることができ、同時に、医療従事者も持続可能な働き方を確保することを目指す。

2040年に向けて、総合的な改革によって、より質の高い医療やケアを効率的に提供する体制を構築

年齢区分別人口の変化率の平均値

生産年齢人口 高齢人口

●大都市型 -11.9% 17.2%
●地方都市型 -19.1% 2.4%
●過疎地域型 -28.4% -12.2%

大都市型 ：人口が100万人以上（又は）人口密度が2,000人/km2以上
地方都市型：人口が20万人以上（又は）人口10～20万人（かつ）人口密度が200人/km2以上
過疎地域型：上記以外

▲40.0%

▲20.0%

-

20.0%

40.0%

▲50.0% ▲30.0% ▲10.0% 10.0%

高齢人口が減少する地域は
５割程度（183区域）

高
齢
人
口
の
変
化
率

生産年齢人口の変化率

出典：厚生労働省「患者調査」（2017年）、総務省「住民
基本台帳人口」（2018年）、「人口推計」（2017
年）及び国立社会保障・人口問題研究所「日本の地
域別将来推計人口（2023年推計）」を基に厚生労働
省医政局地域医療計画課において推計。

：2020年以前に最大

：2025年に最大

：2030年に最大

：2035年に最大

：2040年以降に最大
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2040年の医療需要について①

出典：2022年９月末認定者数（介護保険事業状況報告）及び2022年10月１日
人口（総務省統計局人口推計）から作成

85歳以上の人口の推移年齢階級別の要介護認定率
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（資料）将来推計は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」
（令和５(2023)年４月推計）出生中位（死亡中位）推計

 2020年までの実績は、総務省統計局「国勢調査」（年齢不詳人口を按分補正した人口）
歳

• 要介護認定率は、年齢が上がるにつれ上昇し、特に、85歳以上で上昇する。

• 2025年度以降、85歳以上の人口は、2040年に向けて引き続き増加が見込まれており、医療と介護の複合ニーズ
を持つ者が一層多くなることが見込まれる。
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2040年の医療需要について②

資料出所：消防庁データを用いて、救急搬送（2019年度分）の件数を集計したものを、2020年1月住民基本台帳人口で把握した都道府県別
人口で除して年齢階級別に利用率を作成し、地域別将来推計人口に適用して作成。
※ 救急搬送の１月当たり件数を、年齢階級別人口で除して作成。
※ 性別不詳については集計対象外としている。また、年齢階級別人口については、年齢不詳人口を除いて利用した。

2020年から2040年にかけて、75歳以上の救急搬送は36％増、

うち85歳以上の救急搬送は75％増と見込まれる。

救急搬送の増加
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出典：厚生労働省「患者調査」（2017年）
総務省「人口推計」（2017年）
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2023年推計）」
を基に地域医療計画課において推計。

2020年から2040年にかけて、75歳以上の訪問診療の需要は

43％増、うち85歳以上の訪問診療の需要は62％増と見込まれる。

在宅医療需要の増加
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年齢階級別の訪問診療患者数の将来推計
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• 医療・介護の複合ニーズを有する85歳以上の高齢者が増加することが見込まれる中、2020年から2040年にかけ
て、85歳以上の救急搬送は75％増加し、85歳以上の在宅医療需要は62％増加することが見込まれる。
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2040年に向けた地域医療構想について

○ 2040年頃に向けて、医療・介護の複合ニーズを抱える85歳以上の高齢者の増加、人材確保の制約、地域差の拡大が想定される。

○ 増加する高齢者救急・在宅医療の需要への対応、医療の質や医療従事者の確保、地域における必要な医療機能の維持が求められる。

入院医療

持続可能な急性期医療の確保

• 急性期の医療需要の見込み等を踏まえ、

急性期症例の集約化や、手術・救急医

療の役割分担等について協議

高齢者救急の受入体制の整備

• 高齢者救急の考え方を踏まえた、救急

の実施基準への反映や入院早期からの

リハビリ等の推進

外来医療

外来医療提供体制の維持

• 外来医療の需要見込みや地域の資源等

を踏まえ、休日・夜間を含めた提供体

制の整備やアクセス確保の取組を検討

人材確保

地域における医療人材の確保

• 大学病院本院と連携し、地域医療構想

全体を踏まえた人的協力について協議

• 看護師等の人材確保の方向性を反映

介護との連携

医療と介護の複合ニーズへの対応

• 慢性期の医療需要を一体的に把握し、

介護保険施設の活用方向性を協議

• 医療と介護の相互理解の推進

構想区域の見直し

医療機関機能報告の新設

在宅医療の受け皿の整備

• 在宅医療、介護保険施設、療養病床を

一体的に捉え受け皿を整備

• 多職種連携の取組等の推進

在宅医療

背景

• 入院医療だけでなく、外来・在宅医療、介護との連携、人材確保を含めたあるべき医療提供体制の実現に資する地域医療構想を策定。

• 2040年やその先を見据え、医療機関の役割分担を明確化し、医療機関機能に着目した医療機関の連携・再編・集約化を推進。

分野ごとの取組

医療機関の連携・再編・集約化など医療提供体制構築のための議論や、必要病床数の運用

の単位として、人口20万人以上を基本としつつ、地域の実情を踏まえ柔軟に設定

病床機能報告・必要病床数の見直し

病床機能区分について回復期を包括期とした上で、2040年の必要病床数について地域医療

構想の取組等を踏まえた推計を実施し、病床機能の分化・連携を推進

医療機関機能の確保の協議を通じて将来の医療提供体制の確保の取組を推進

急性期拠点機能

在宅医療等連携機能 専門等機能

・人口20万～30万に１つを目安に確保

・手術等の医療資源を多く要する医療を集約して提供

・地域での在宅医療の提供

・他の施設等と連携した24時間対応等の実施

・集中的なリハビリテーション、中長期にわたる入院
医療、有床診療所の担う地域に根ざした診療、一部
の診療科に特化し地域ニーズに応じた診療を提供

・都道府県と連携した人的協力 ・広域的に担うべき医療の提供、人材の育成

医育及び広域診療機能（大学病院本院）

・高齢者をはじめとした救急搬送の受入

・入院早期からのリハビリ･退院調整等の実施

高齢者救急・地域急性期機能

具体的な施策
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医療機関の連携・再編・集約化について

• 医療の質や医療従事者の持続可能な働き方の確保の観点も踏まえ、手術等の医療資源を多く要する医療は、急性
期機能を担う医療機関に集約していき、高齢者救急については、高齢者救急・地域急性期機能を担う医療機関を
中心に複数の医療機関が面で対応するといった連携・再編・集約化に係る基本的な方針を、都道府県全体で共有
することが重要。

• 医療需要の変化や医療の担い手の減少に対応した効率的な医療提供体制の構築が必要。大都市部等において、医
療提供体制が非効率であることは、当該地域での医師の働き方や、結果として医師の偏在を助長する懸念などが
あり、人口の少ない地域に限らず、それぞれの地域ごとに状況に応じた、連携・再編・集約化の取組が重要。

• 手術については、医療の質や医療安全の確保のため、がんの手術、高度な手術等は症例数や人材の集約が必要で
あり、地域の医療資源に応じて、構想区域内や、構想区域よりも広域な単位での集約を検討する。また、胆嚢炎
の手術等、頻度が高い全身麻酔を要する手術については、構想区域内での提供が求められるが、医療資源が潤沢
でない地域で、小規模に同じ診療科の手術を実施する複数の医療機関がある場合等は、体制の検討が必要。

• 救急については、上り搬送や下り搬送を活用しながら、急性期拠点機能や高齢者救急・地域急性期機能を担う医
療機関等により救急対応を確保することが必要。上り搬送や下り搬送等の連携の取組や、地域医療構想の方向性
を踏まえた「実施基準」の検討が必要。

• 連携・再編・集約化を進めるに当たっては、同時に、地域住民が必要なときに必要な医療へ適切にアクセスでき
る体制の維持・確保が重要。

連携・再編・集約化の必要性
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• 医療需要の減少や質的変化、医療従事者の減少や地域偏在に対応し、持続的に医療の質や医療従
事者の働き方の確保をしていくよう、地域ごとに効率的な医療提供体制の構築が必要。急性期拠

点機能や急性期病床の集約化をはじめとして、地域の実情に応じて救急車の受入、手術、休日・

夜間の対応等について、連携・再編・集約化の取組を進めていく。

医療機関機能について

医療機関機能の考え方

○ 医療機関機能に着目して、地域の実情に応じて、｢治す医療｣を担う医療機関と｢治し支える医療｣を担う医療機関の役割分担を明確化し、

医療機関の連携･再編･集約化が推進されるよう、医療機関（病床機能報告の対象医療機関）から都道府県に、地域で求められる役割を担

う｢医療機関機能｣を報告。地域の医療提供体制の確保に向けて地域で協議を行うとともに、国民･患者に共有。

○ 構想区域ごとに求められる医療提供機能、より広域な観点から医療提供体制の維持のために必要な機能を設定。

構想区域ごとの医療機関機能

広域な観点での医療機関機能

具体的な内容

高齢者救急・地域急性期機能 • 高齢者をはじめとした救急搬送を受け入れるとともに、必要に応じて専門病院や施設等と協力･連携
しながら、入院早期からのリハビリ･退院調整等を行い、早期の退院につなげ、退院後のリハビリ等
の提供を確保する

急性期拠点機能 • 地域での持続可能な医療従事者の働き方や医療の質の確保に資するよう、手術や救急医療等の医療資
源を多く要する症例を集約化した医療提供を行う。

※ 人口20～30万人に１つを目安として、構想区域ごとに確保すべき医療機関数を設定。

在宅医療等連携機能 • 地域での在宅医療の実施、他の医療機関や介護施設、訪問看護、訪問介護等と連携した24時間の対
応や入院対応を行う。

※ 在宅医療の提供を行う、又は主として在宅医療の後方支援を担う等、地域ごとに求められる役割を検討し報告。
また、地域の実情に応じ、高齢者救急・地域急性期機能や急性期拠点機能と併せて報告することも可能。

専門等機能 • 上記の機能にあてはまらない、集中的なリハビリテーション、高齢者等の中長期にわたる入院医療機
能、有床診療所の担う地域に根ざした診療機能、一部の診療科に特化し地域ニーズに応じた診療を行
う。

※ 有床診療所について、高齢者救急の受入や在宅医療の提供・後方支援を積極的に担っている場合、それぞれ高齢
者救急・地域急性期機能、在宅医療等連携機能を報告することも考えられる。

医育及び広域診療機能 • 大学病院本院が担う、広域な観点で担う常勤医師や代診医の派遣、医師の卒前･卒後教育をはじめとし
た医療従事者の育成、広域な観点が求められる診療を総合的に担い、また、これらの機能が地域全体
で確保されるよう都道府県と必要な連携を行う。

※ 大学病院本院は、医育及び広域診療機能のみを報告し、構想区域ごとの医療機関機能については報告しない。
また、大学病院本院以外の医療機関について、医育及び広域診療機能を報告することはしない。

※ 高齢者医療においては、あらゆる段階において、マルチモビディティ（多疾病併存状態）患者へのリハビリを含む、治し支える医療の観点が重要
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病床機能報告について

病床機能報告制度の概要

○ 病床の機能分化・連携に向け、医療機関（病院及び有床診療所）は、現状の病床機能と2040年時点の病床機能

について、病棟単位で自主的に選択し、都道府県に対して報告する。

病床機能の報告について

○ 病床の機能区分については、2040年に向けて増加する高齢者救急等の受け皿として急性期と回復期の機能を併

せ持つ機能が重要となること等を踏まえ、これまでの４区分のうち、「回復期機能」について、「包括期機能」と

して位置づけを見直している。

○ 報告に当たっては、一定の客観性をもった報告となるよう、各機能区分に対応する目安となる診療報酬上の入院

料の種類も参照するが、診療報酬上の入院料の種類のみをもって機械的に決定されるものではないことに留意する。

○ 有床診療所については、地域の医療ニーズに対応して担う多様な役割を踏まえ、報告する病床機能を選択する。

機能区分 機能の内容 目安となる入院料の例

高度急性期機能 ・急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、診療密度の特に高い医療を提供する機能

• 救命救急入院料
• 特定集中治療室管理料
• 小児特定集中治療室管理料
• 新生児特定集中治療室管理料 等

急性期機能 ・急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、医療を提供する機能

• 急性期病院A、B一般入院料
• 急性期一般入院料１～６
• 特定機能病院A～C入院基本料（7:1、10:1）
• 小児入院医療管理料１～３ 等

包括期機能

・高齢者等の急性期患者について、治療と入院早期からのリハビリテーション等を行い、早期
の在宅復帰を目的とした治し支える医療を提供する機能
・急性期を経過した患者に対し、在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提供する機能
・特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頚部骨折等の患者に対し、ＡＤＬの向上や在宅
復帰を目的としたリハビリテーションの提供を集中的に行う機能（回復期リハビリテーション
機能）を含む

• 地域一般入院料１～３
• 地域包括医療病棟入院料
• 回復期リハビリテーション病棟入院料
• 地域包括ケア病棟入院料 等

慢性期機能
・長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能
・特に、長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の意識障害者を含む。）や筋ジストロ
フィー患者、難病患者等を入院させる機能を含む

• 療養病棟入院料１～２
• 障害者施設等入院基本料（7:1～15:1）
• 特殊疾患病棟入院料 等

病床の機能区分と目安となる入院料の例

※新たに追加

※回復期機能を見直し
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2025年度病床機能報告について

※1：端数処理をしているため、病床数の合計値が合わない場合や、機能ごとの病床数の割合を合計しても100％にならない場合がある
※2：平成25年度(2013年度) のＮＤＢのレセプトデータ 、国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（平成25年(2013年）３月中位推計）』等を用いて推計
※3：令和６年度(2024年度) のＮＤＢのレセプトデータ、国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（令和５年(2023年）推計）』等を用いて、現在の構想区域

（令和６年度）を前提に機械的に試算したもの
※4：病床機能報告の集計結果と将来の病床の必要量は、各構想区域の病床数を機械的に足し合わせたものであり、また、それぞれ計算方法が異なることから、単純に比較

するのではなく、詳細な分析や検討を行った上で地域医療構想調整会議で協議を行うことが重要。

出典：2025年度病床機能報告

2025年度病床機能報告2025年の病床数の必要量

合計 119.1万床

※2 ※4

（各医療機関が病棟単位で報告）※4

合計 116.4万床

2025年

2040年の病床数の必要量の機械的試算

※3 ※4

合計 106.9万床

（2028年度（令和10年度）末までに、都道府県が地域の実情（構想区域の

見直し等）も考慮し設定するものであり、あくまで参考値である点に留意）

（入院受療率や推計人口から算出した2025年の

医療需要に基づく推計（平成28年度末時点）） 2025年７月時点

慢性期

28.4万床 (24%)

回復期

37.5万床 (31%)

急性期

40.1万床 (34%)

高度急性期

13.0万床 (11%)

慢性期

29.3万床 (25%)

慢性期

28.0万床 (26%)

回復期

21.1万床 (18%)

包括期

41.6万床 (39%)

高度急性期・急性期

66.0万床 (57%)

高度急性期・急性期

37.4万床 (35%)
急性期

50.0万床
(43%)

高度急性期
16.0万床
(14%)

急性期
24.0万床
(22%)

高度急性期
13.4万床
(13%)
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出典：厚生労働省「患者調査」（2017年）、総務省「住民基本台帳人口」（2018年）、「人口推計」（2017年）及び国立社会保
障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2023年推計）」を基に厚生労働省医政局地域医療計画課において推計。

※ 二次医療圏の患者数は、当該二次医療圏が属する都道府県の受療率が各医療圏に当てはまるものとして、将来の人口推計を用い
て算出。

※ 福島県は相双、いわきの２医療圏を含む浜通り地域が一体として人口推計が行われているため、地域別の推計を行うに当たって
は、これらの２地域を除く328の二次医療圏について集計。

※ 外来患者数は通院のみであり、訪問診療、往診等を含まない。

外来医療需要の見込み

• 全国での外来患者数は2025年にピークを迎えることが見込まれる。65歳以上が占める割合は継続的に上昇し、

2050年には約6割となることが見込まれる。

• 既に2020年までに224の医療圏では外来患者数のピークを迎えていると見込まれる。

外来患者数が最大となる年
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％
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（
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全国 外来患者数（通院のみ）（１日当たり・千人）

15歳未満 15歳以上65歳未満 65歳以上75歳未満

75歳以上85歳未満 85歳以上 65歳以上の割合

75歳以上の割合（再掲） 85歳以上の割合（再掲） 11

凡例

：2020年以前に最大

：2025年に最大

：2030年に最大

：2035年に最大

：2040年以降に最大

アクセスの確保について

• 今後の医療需要の減少等に向け、人口の少ない地域でも効率的に一定の医療の質を確保するためには、ICTの活用も
含めた取り組みが必要となる。地域ごとの特性に応じて、集約して一定の機能を有する病院を圏域で確保すること
のほか、日常的な診療について、D to P with Nも含めたオンライン診療の活用をすること、地域で確保が難しい
医療サービスについて、通院等の負担軽減施策を講じること等が考えられる。

離島へき地におけるオンライン診療(D to P with N)の活用事例 へき地における患者の通院負担軽減に関する事業の例

岩国市柱島において、本土から来た看護師が患者のオンライ

ンによる受診を支援し、患者が受診できる機会を増やす取組

が行われた。看護師が患者のそばにいる状態で行われるオン

ライン診療についての有用性が指摘されている。

へき地の患者が、近隣の医療機関まで受診するにあたり、そ

の負担を軽減するための事業が行われている。北海道では、

無医地区等から、市街地へ向かう公共交通機関として「へき

地患者輸送バス」の整備等が行われている。

12



人口の少ない地域における患者の医療へのアクセス確保に向けた取組の例

手段 実施主体の例 具体例

オンライン診療①
D to P 

医療機関
• 外来・在宅医療を受けている患者について、通院の必要がない状態の場合等に、外来や在宅医

療の代わりにオンライン診療を実施

オンライン診療②
D to P with N

医療機関

• 例として、山口県岩国市柱島においては、本土から来た看護師が患者のオンラインによる受診

を支援し、患者が受診できる機会を増やす取組が行われた。看護師が患者のそばにいる状態で

行われるオンライン診療についての有用性が指摘されている。

オンライン診療③
D to D

医療機関
• 遠隔放射線画像診断、遠隔病理画像診断、遠隔コンサルテーション等により、医療資源の少な

い地域等における医師の診療を支援

患者輸送車 地方自治体

• へき地の患者が、近隣の医療機関まで受診するにあたり、その負担を軽減するための事業が行

われている。例として北海道では、無医地区等から、市街地へ向かう公共交通機関として「へ

き地患者輸送バス」の整備等が行われている。

医師の派遣 都道府県・医療機関 • へき地等へ代診医等を派遣。

巡回診療 医療機関
• 医療従事者が乗車した移動診察車が出向き、車内のテレビ会議システムを用いて診療所の医師

とオンライン診療を実施。

宿泊施設の整備 医療機関 • 遠方の妊産婦や小児慢性疾患の患者が宿泊可能な設備を整備。

交通費・宿泊費補助 地方自治体
• 遠方の分娩取扱施設で出産する必要がある妊婦に、分娩取扱施設までの移動にかかる交通費お

よび出産予定日前から分娩取扱施設の近くで待機するための近隣の宿泊施設の宿泊費を助成。

有床診療所 医療機関
• 医療需要の少ない地域等で病院を設置するほどの医療需要がない場合などに、医療需要の多寡

にあわせて柔軟に医療を提供。

隣接する都道府県との連携 都道府県
• 地理的条件や交通事情により、医療資源の豊富な最寄りの医療圏までのアクセスが、当該都道

府県以外の場合があり、県をまたいだ連携を行う。

13

多職種連携について

• 2040年に向けた地域医療構想は、入院における病床の機能分化のみならず、外来医療、在宅医療、介護との連

携、人材確保等も含めた地域の医療提供体制全体の課題解決を図るためのものとして位置付けられており、外

来での医歯薬連携や、在宅医療・介護との連携における多職種連携や施設間連携の取組を進めることが重要。

基本的な考え方 具体的事項

外来医療 ○ リハビリテーション、栄養管理、口腔管理、服薬指導
等を含めて外来で切れ目なく提供できる体制を整備する
とともに、退院後の診療継続や外来リハビリテーション
等の受け皿を確保する。

• 口腔機能の低下が疑われる患者や口腔管理を要する患者
について、医科医療機関が歯科医療機関への受診につな
げる。

• 医療機関と薬局が連携し、患者の服薬情報、副作用の状
況、重複投薬や多剤投与の状況等を共有し、適切な服薬
指導を行う。

在宅医療 ○ 休日・夜間を含む24時間の急変時対応、往診、緊急入
院の受け入れ等を地域で切れ目なく提供するとともに、
患者の状態に応じたサービスを適切に提供する体制を構
築する。

• 患者の状態や生活の状況に応じて、訪問診療・往診、訪
問看護、訪問歯科診療、訪問薬剤管理指導、訪問リハビ
リテーション、訪問栄養食事指導、訪問介護や通所リハ
ビリテーションをはじめとする介護保険サービスを適切
に提供し、地域の在宅療養患者を面で支える体制を確保
する。

介護との連携 ○ 高齢者救急の増加に伴い、退院後の受け皿として介護
保険施設や居宅サービスを適切に活用できる体制を整備
する。

○ 高齢者施設入所者の状態悪化時に、適切な介入を行い、
必要時の円滑な入院につなげられるよう、高齢者施設と
医療機関との連携を進める。

• 介護保険施設における医療やリハビリテーション等の提
供機能について地域の関係者が理解を深め、医療と介護
の相互理解を進める。

• 医師、看護師、歯科医師、薬剤師、高齢者施設職員等が、
それぞれの役割を踏まえて連携し、必要な医療及び生活
サービスが切れ目なく提供される体制を構築する。

• ケアマネジャーがかかりつけ医等と連携して、個々の利
用者へのマネジメントを行い、適切なサービスへつなぐ。
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地域医療構想の策定・推進に向けたスケジュール

• 遅くとも2028年度までに、急性期拠点機能を報告する医療機関を含めた医療機関の設定など、課題に応じて、
対応案を検討・決定する

• その際、病床数等だけでなく、働き方の改善も含めた医療従事者の確保や医療機関へのアクセス等の様々な要
素を踏まえた案を複数設定し協議を行う。具体的には、医療提供体制への影響、医療へのアクセス、医療の担い
手の確保等の観点に係るメリット・デメリット等を比較考量し、対応案について協議の上、取組方針を決定し、地
域医療構想を策定する

• 基本となるデータとして人口推計、現在の病床数、人材等の医療資源、必要病床数等の将来の見込み等を関
係者で共有する

• 現在の構想区域について、必要病床数の議論をするという観点や、医療機関機能の確保を行う単位という観
点を踏まえて、構想区域の設定について検討し、必要に応じて見直し

➢ 医療機関の連携・再編・集約化など、医療提供体制構築のための議論

⇒人口20万人以上を目安としながら検討

➢ 必要病床数の運用

⇒区域の人口や医療機関数、流出入等を踏まえて設定

• 設定した構想区域における必要病床数を算出する

• 入院医療をはじめとした医療提供や人材の確保についての地域における課題をデータに基づき把握し、当該地域
で中心となる課題や都道府県全体で取り組むべき課題や目的を設定

現状・課題

の把握

区域の設定

設定した区域
の課題の把握

取組の決定

取組の推進 • 2040年を見据えた医療提供体制について、2035年を目途に、一定の成果を確保する

地域医療構想の策定と取り組みの進め方年度

※ 議論のために必要なデータ等のうち、国から提供する必要があるものについて、国から都道府県に対し、順次提供。また、国から都道府県に対して、定期的に地域医療構想の策定や推進に資するた
めの研修を実施予定。

～2028年度末

～2027年度

上半期頃

～2035年度
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国

消費税財源活用

市
町
村

市町村計画

（基金事業計画）

都
道
府
県

都道府県計画

(基金事業計画)

基金
※国と都道府県の

負担割合２／３、 １／３
（Ⅰ-2 については国10/10）

申
請

事業者等（医療機関、介護サービス事業所等）

交
付

交付

地域医療介護総合確保基金

交付
提出

交付 提
出

申請

地域医療介護総合確保基金の対象事業

都道府県計画及び市町村計画（基金事業計画）

○ 基金に関する基本的事項
・公正かつ透明なプロセスの確保（関係者の意見を反映させる仕組みの整備）
・事業主体間の公平性など公正性・透明性の確保
・診療報酬・介護報酬等との役割分担

○ 都道府県計画及び市町村計画の基本的な記載事項
医療介護総合確保区域の設定※1 ／ 目標と計画期間（原則１年間） ／
事業の内容、費用の額等 ／ 事業の評価方法※2

※1 都道府県は、二次医療圏及び老人福祉圏域を念頭に置きつつ、地域の実情を
踏まえて設定。市町村は、日常生活圏域を念頭に設定。

※2 都道府県は、市町村の協力を得つつ、事業の事後評価等を実施
国は都道府県の事業を検証し、基金の配分等に活用

○ 都道府県は市町村計画の事業をとりまとめて、都道府県計画を作成

○ 病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医療・介護従事者の確保・勤務環境の改善等、「効率的かつ質の高い医療
提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」が急務の課題。

○ このため、平成26年度から消費税増収分等を活用した財政支援制度（地域医療介護総合確保基金）を創設し、各都道府県
に設置。各都道府県は、都道府県計画を作成し、当該計画に基づき事業を実施。

令和８年度予算額：公費で1,390億円
（医療分 960億円、介護分 430億円）

Ⅰ-１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

Ⅰ-２ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業

Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業

Ⅲ 介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等）

Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業

Ⅴ 介護従事者の確保に関する事業

Ⅵ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業【所要
の法令改正に伴い見直しを予定】

新区分 業務効率化・勤務環境改善に関する事業（医療分）【所要の法令改正による
区分新設を予定】 16
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医療機関の老朽化の現状について

○ 医療機関の経営が悪化している中、再編や統合の取組、老朽化のための建替えは必要であるが、医療機関の建築

費は年々増加している。

○ 現時点では約1,600病棟、約16万床分で築40年超と見込まれる。医療提供体制の確保のための協議に当たっては、

建替えも含めて実現が可能か検討する必要がある。

21.5 21.3
23.0

26.2
27.6

30.0
31.6 31.2

33.7
32.7 32.9 33.4

42.5

46.5

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

2
0
1
1
年

2
0
1
2
年

2
0
1
3
年

2
0
1
4
年

2
0
1
5
年

2
0
1
6
年

2
0
1
7
年

2
0
1
8
年

2
0
1
9
年

2
0
2
0
年

2
0
2
1
年

2
0
2
2
年

2
0
2
3
年

2
0
2
4
年

建
築
単
価
（
万
円
／
㎡
）

病院・診療所の新規着工建築単価の推移

年

・国土交通省「建築着工統計調査」に基づき作成
・建築単価は、工事費予定額÷床面積にて算出

・令和7年度病床機能報告の建築時期より集計（病床数については、許可病床数を集計）。
・同一病院内の同一建築時期の病棟を1棟として計上。
・未回答の病棟数は同一病院内に複数の建築未回答の病棟がある場合も1棟として計上
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地域医療構想の策定 取組の推進

○ 人口構造の変化、医療需要の見通し、医療資源の状況等を踏まえ、地域医療構想調整会議における協議を通じて、
地域の医療提供体制の方向性を整理し、2028年度末までに地域医療構想を策定する。

○ 医療需要の変化や医療提供体制の状況など、策定した地域医療構想の内容を踏まえ、具体の実行計画として、
2029年度頃に第９次医療計画を策定する。

地域医療構想

５疾病・６事業

２０２６ ２０２７ ２０２８ ２０２９ ２０３０～

（令和８年度） （令和９年度） （令和10年度） （令和11年度） （令和12年度）

構想区域の設定、
必要病床数の算出、
区域の課題把握 等

かかりつけ医機能の確保に関する地域の協議（都道府県）

精神医療に係
る検討（国）

現状把握 等 2040年に担う
医療機関機能の

決定 等

2040年を見据えた医療提供体制に
ついて、2035年を目途に、一定の
成果を確保

外来医療計画、医師確保計

画、在宅医療に関する事業
第９次医療計画第８次計画（前期） 第８次計画（後期）

第８次計画(後期)
の作成(都道府県)

第９次医療計画第８次医療計画（※）
※ 救命救急センターやがん診療連携拠点病院のあり方、周産期医療等、個別の事

業の課題を第９次医療計画に向けて継続的に検討し、必要に応じて見直しを行う。

第９次計画の検
討（国）

第９次計画の検
討（国）

第９次計画の
作成(都道府県)

第９次計画の
作成(都道府県)

国と都道府県の実務者協議（地域医療構想の策定状
況や医療計画の取組等に係る課題を国と都道府県で
共有）

2040年に向けた地域医療構想と医療計画の進め方

20



（参考資料）

マンパワー：2025年以降、人材確保がますます課題となる

22

令和６年11月8日新たな地域医療構想等に関する検討会資料（一部改）

2018 2025 2040

826万人

（12%）

6,665万人

940万人程度

（14~15%程度）うち
医療･福祉

需要面から推計した医療福祉分野の就業者数の推移

20402040

1,070万人程度

（18~20%程度）

6,082万人

6,490万人
～（※１）

5,245万人

6,024万人
～（※１）

需要面・供給面を勘案した
「医療・福祉」の就業者数 

経済成長と労働参加が
適切に進むケース

6,024万人

974万人

（16%）

・ 改革により生産性が
向上し、
・ 医療・介護需要が
一定程度低下した場合

（参考）※３ 

改革後の就業者数

963万人

926万人
～

①多様な就労・社会参加

②健康寿命の延伸
⇒男女ともに３年以上延伸し、
75歳以上に

③医療・福祉サービス改革
⇒単位時間当たりのサービス提供を
５％（医師は７％）以上改善

※１ 総就業者数は独立行政法人労働政策研究・研修機構「労働力需給の推計」（2019年３月）による。総就業者数のうち、下の数値は経済成長と労働参加が進まないケース、上の数値は進むケースを記載。
※２ 2018年度の医療・福祉の就業者数は推計値である。
※３ 独立行政法人労働政策研究・研修機構「労働力需給の推計」は、2024年3月11日に新しい推計が公表されている。2024年3月推計では、成長実現・労働参加進展シナリオで、総就業者数は、2022年の6,724万人か

ら2040年に6,734万人と概ね横ばいであり、「医療・福祉」の就業者数は、2022年の897万人から2040年に1,106万人と増加する推計となっている。現時点では、『需要面から推計した医療福祉分野の就業者数』
を更新したデータはないため、比較には留意が必要。

○2040年には就業者数が大きく減少する中で、医療・福祉職種の人材は現在より多く必要となる。

※２

年 年



高齢者の急性期における疾病の特徴等

傷病名 手術 割合 累積 病院数

食物及び吐物による肺臓炎 なし 5.8% 5.8% 3,726

うっ血性心不全 なし 5.1% 10.8% 3,350

コロナウイルス感染症2019，
ウイルスが同定されたもの

なし 3.6% 14.5% 3,369

肺炎，詳細不明 なし 2.7% 17.2% 3,399

転子貫通骨折 閉鎖性 あり 2.4% 19.6% 2,510

尿路感染症，部位不明 なし 2.3% 21.9% 3,399

大腿骨頚部骨折 閉鎖性 あり 2.0% 23.9% 2,511

細菌性肺炎，詳細不明 なし 1.6% 25.4% 2,615

体液量減少（症） なし 1.6% 27.0% 3,480

腰椎骨折 閉鎖性 なし 1.4% 28.4% 3,540

傷病名 手術 割合 累積 病院数

大腸＜結腸＞のポリープ あり 2.2% 2.2% 2,811

睡眠時無呼吸 なし 1.2% 3.4% 1,881

コロナウイルス感染症2019，
ウイルスが同定されたもの

なし 0.8% 4.2% 2,680

尿管結石 あり 0.8% 5.0% 1,138

穿孔又は膿瘍を伴わない大腸の
憩室性疾患

なし 0.8% 5.8% 2,603

乳房の悪性新生物＜腫瘍＞，
乳房上外側４分の１

あり 0.8% 6.6% 1,129

急性虫垂炎，その他及び詳細
不明

あり 0.8% 7.3% 1,877

子宮平滑筋腫，部位不明 あり 0.7% 8.0% 840

一側性又は患側不明のそけい＜
鼠径＞ヘルニア，
閉塞及びえ＜壊＞疽を伴わない
もの

あり 0.7% 8.8% 2,141

気管支及び肺の悪性新生物＜
腫瘍＞，
上葉，気管支又は肺

なし 0.7% 9.5% 1,055

85歳以上の頻度の高い傷病名（注） 15-65歳の頻度の高い傷病名（注）

注 傷病名は、急性期入院料等を算定する病棟におけるICD-10傷病名

15歳～65歳の上位50疾患までの 手術ありの数 累積割合

30 28%

85歳以上の上位50疾患までの 手術ありの数 累積割合

15 51%

• 85歳以上の急性期における入院は、若年者と比べ、医療資源を多く要する手術を実施するものは少なく、疾患の種類は限定的で、

比較的多くの病院で対応可能という特徴がある。

• 高齢者においても、年齢が上がるほど入院中に手術や処置が発生していた患者の割合は下がり、65歳以上、75歳以上では40％程

度であるが、85歳以上では30％程度となる。

年齢 入院中手術有
入院中1000点以上

処置有
入院中手術又は1000
点以上の処置有

65歳以上 39% 7% 41%

75歳以上 35% 6% 37%

85歳以上 27% 4% 29%

各年代における入院中の

手術・処置がある患者の割合

資料出所：DPCデータを用いて2023年6月30日時点の入院患者を対象に算出。救命救急入院料、
特定集中治療室管理料、新生児特定集中治療室重症児対応体制強化管理料、新生児治療回復
室入院医療管理料、ハイケアユニット入院医療管理料、脳卒中ケアユニット入院医療管理料、
小児入院医療管理料、急性期一般入院料、地域包括ケア病棟入院料、地域包括ケア入院医療
管理料を算定する患者を対象とした。

令和７年７月24日 地域医療構想及び医療計画等に関する検討会資料
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2040年における診療領域別の手術件数の変化について

多くの医療資源を要する医療について、2020年から2040年にかけて、全ての診療領域において、半数以上の

構想区域で手術件数が少なくなる。
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

皮膚・皮下組織

筋骨格系・四肢・体幹

神経系・頭蓋

眼

耳鼻咽喉

顔面・口腔・頸部

胸部

心・脈管

腹部

尿路系・副腎

性器

2020年から2040年への手術の算定回数の変化率別構想区域数（診療領域別）

30%以上減少 30%-20%減少 20%-10%減少 10%-0%減少 0%-10%増加 10%以上増加

資料出所：厚生労働省「NDBオープンデータ」（令和4年度）、総務省「人口推計」2022年、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」を用いて、厚生労働省医政局地域医療計画課において作成。

※推計については、年齢構成の変化による需要の変化をみるため、全国計の性・年齢階級別の領域別の算定回数を分子、全国の性・年齢階級別人口を分母として受療率を作成し、これを構想区域別の性・年齢階級別の

2020年、2040年時点のそれぞれの人口に適用して作成しているものであり、地域別の受療行動の変化の実態を織り込んでいるものではないことに留意が必要。

令和６年11月8日新たな地域医療構想等に関する検討会資料
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出典：厚生労働省「患者調査」（2017年）、総務省「住民基本台帳人口」（2018年）、「人口推計」（2017年）及び国立社会保
障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2023年推計）」を基に厚生労働省医政局地域医療計画課において推計。

※ 二次医療圏の患者数は、当該二次医療圏が属する都道府県の受療率が各医療圏に当てはまるものとして、将来の人口推計を用い
て算出。

※ 福島県は相双、いわきの２医療圏を含む浜通り地域が一体として人口推計が行われているため、地域別の推計を行うに当たって
は、これらの２地域を除く328の二次医療圏について集計。

※ 外来患者数は通院のみであり、訪問診療、往診等を含まない。

外来医療需要の見込み

• 全国での外来患者数は2025年にピークを迎えることが見込まれる。65歳以上が占める割合は継続的に上昇し、

2050年には約6割となることが見込まれる。

• 既に2020年までに224の医療圏では外来患者数のピークを迎えていると見込まれる。

外来患者数が最大となる年
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：2020年以前に最大
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：2030年に最大
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医療機関機能報告について

医療機関機能報告制度の概要

医療機関機能の報告について

26

○ 医療機関機能においては、2040年やその先に向けた医療機関の役割分担を明確化するため、医療
機関（病院及び有床診療所）が都道府県に対して、現時点で担っている医療機関機能及び2040年に

おいて担う医療機関機能を報告する。

○ 医療機関機能の確保に向けた協議のため、医療機関は協議に資する診療実績等を併せて報告する
こととし、従来の病床機能報告と一体として運用する。

＜留意点＞

• 2028年度以降に、医療機関が報告する医療機関機能の見直しを行う場合には、必要に応じて、地域医療構想調整会議において当該医療機関の医

療機関機能の報告内容や医療提供体制への影響について確認する。

• 医療機関機能は、診療報酬上の入院料の種類等のみをもって機械的に決定されるものではなく、診療報酬上の入院料や各種加算等の届出状況を

目安として協議を行う場合であっても、地域における診療実態等を総合的に検討し協議を行う。

• 医療機関機能と病床機能については、必ずしも一対一で対応するものではないが、急性期拠点機能を報告する医療機関は高度急性期機能・急性

期機能の病床を有し、高齢救急・地域急性期機能を報告する医療機関は包括期機能の病床を有することが想定される。

○ 2040年において担う医療機関機能については、協議において、急性期拠点機能について確保すべ
き数を設定した上で、遅くとも2028年度までに決定、報告し、当該報告以降については、協議の

調ったものを報告する。

○ 在宅医療等連携機能については、地域の実情を踏まえ、高齢者救急・地域急性期機能や急性期拠
点機能を担う医療機関が併せて報告することは想定される。一方、高齢者救急・地域急性期機能と

急性期拠点機能については、医療資源を多く要する医療や高齢者救急の役割分担を明確化するため

のものであり、両機能を併せて報告しない。



急性期拠点機能を担う医療機関の役割

○ 急性期拠点機能を担う医療機関は、救急医療の提供や手術等の医療資源を多く要する医療について、地域の実情に応じて総合的に提
供することが求められる。具体的には、消化器外科や整形外科、循環器内科、脳神経外科等を中心とした頻度の高く、救急対応や手術
等を要する疾患に対応できる必要がある。

○ 小児・周産期医療や精神医療等の一部の診療領域については、人口の少ない地域等において、地域の資源を集約して、急性期拠点機
能を担う医療機関が担うことも考えられうるが、大都市部等において、既に他の医療機関によりこうした診療領域の体制が整備されて
いる場合、新たに当該領域の診療機能を担う必要はない。

総合的な診療機能

その他の役割

概要 考え方等

災害拠点病院
（基幹災害拠点病院、
地域災害拠点病院）

災害時における医療提供体制の中心的な
役割を担う

24時間緊急対応し、災害発生時に被災地内の傷病者等の受入及び
搬出を行うことが可能な体制を有することや、災害発生時に被災
地からの傷病者の受入拠点にもなること等が要件。

医療措置協定の締結
新興感染症発生時に必要な医療提供体制
を確保

病床確保や医療人材派遣をはじめとして、新興感染症発生時に備
えた都道府県との医療措置協定を締結する。

臨床研修及び専門研修の実施
基幹型臨床研修病院や、専門研修基幹施
設等として、医師の修練の場を提供

急性期拠点機能を担う医療機関には、手術等の急性期症例も集約
され、医師も重点的に配置されることになるため、一定の症例数
や適切な指導体制の整備が求められる初期臨床研修や専門研修に
積極的に協力する必要がある。

地域における必要な病床の確保
のための積極的な役割

医療需要の動向に応じた病床数の整備を
推進

今後、手術等の医療資源を多く必要とする医療ニーズの減少が見
込まれる中、高齢者救急等の症例を必要以上に受け入れることは
せず、総合的な急性期医療の提供機能を維持できる範囲で、病床
数の適正化（ダウンサイズ）を行う。

地域への医師の派遣
地域の他の医療機関へ医師等を派遣し、
地域の医療提供体制を維持

地域において医師が相対的に多く配置されることになるため、地
域の他の医療機関への当直医や代診医の派遣等により、地域全体
の医療提供体制の確保に積極的に関与する必要がある。

○ 急性期拠点機能を担う医療機関は、地域において相対的に多くの医療資源が配置されることになることから、関連する様々な役割を
担うことが求められる。
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高齢者救急について

高齢者救急の基本的な考え方

• 年齢や疾患のみで一律に区分することは困難

• 手術等を要する割合は相対的に低い

• 包括的な入院医療の提供の必要性

高齢者救急・
地域急性期機能

対応のイメージ

①

• 包括期機能を有する病床での高齢者救急の受入。

• ADL低下防止や早期の在宅復帰に向けた、入院早期からのリ
ハビリテーション･退院支援等を実施。

• 休日・夜間を含む高齢者施設等からの外来受診への対応

②

• 地域の医療資源や医療需要も踏まえた役割分担に係る協議。

• 高齢者救急の特徴を踏まえた実施基準への反映。

• 下り搬送や上り搬送を活用した受入後の連携体制の構築。

※救急者の適時・適切な利用に向けた取組も併せて検討

③

• 多職種連携や他の施設等との連携により、退院後のリハビリ
テーション等の切れ目のない提供体制を確保。

• 相互理解を前提とした、退院先としての介護保険施設の活用。

• 協力医療機関として、高齢者施設との平時からの連携、状態
悪化時の受診及び搬送のルールの整理。

③
①

具体的な取組

• 今後増加が見込まれる高齢者救急については、年齢や疾患による一律の区分は困難であるものの、手術や一定の
処置等が必要となる割合は高齢化するほど低下し、また、治療だけでなく、在宅復帰も見据えたリハビリや退院
支援等、包括的な入院医療の提供が求められる。

• こうした特徴を踏まえ、高齢者救急・地域急性期機能を担う医療機関は、急性期拠点機能を担う医療機関との連
携による受入体制や、リハビリテーションの実施体制、在宅医療・介護との連携体制を確保していくことが重要。

○ 高齢者救急・地域急性期機能を中心に、急性期拠点機能
と連携しつつ、適切な役割分担による受入体制を確保。

○ 在宅医療・介護とも連携し、入院早期から退院後までの
切れ目のないリハビリテーション等の提供を確保。 

在宅医療

急性期拠点機能

②

介護保険
施設等
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役割分担、相互連携によ
る受入体制の確保

在宅・介護との連携
等による切れ目のない

退院・療養支援



急性期医療・救急医療の役割分担について（イメージ）

急性期拠点機能

高齢者救急・
地域急性期機能

• 手術等の医療資源を多く要する医療については急性期拠点機能に集約して提供していく一方、増加が見込まれる

高齢者救急については、高齢者救急・地域急性期機能を担う医療機関を中心に複数の医療機関が面で対応してい

くことが考えられる。

• 地域によって、高齢者救急・地域急性期機能が高齢者救急に関連する頻度の高い手術等を対応するケースや、急

性期拠点機能を担う医療機関が増加する高齢者救急についても対応していく必要があるケース等も考えられ、医

療機関機能ごとの基本的な役割を確保した上で、地域の実情に応じた役割分担について協議を行う。

・増加する高齢者救急については、高齢者救急・地域急性期
機能を中心に、急性期拠点機能とも連携した受入体制を整備

・急性期拠点機能は手術等を要する症例や緊急度・重症度の
高い患者の対応を中心としつつ、地域の医療の需要等を踏ま
え、必要に応じて高齢者救急の受入も行う

高齢者救急の受入の分担

●急性期拠点機能と高齢者救急・地域急性期機能における、手術等や高齢者救急の役割分担（イメージ）

・手術等の症例について、緊急性の高い疾患に対する緊急手術
を含め、急性期拠点機能に集約して提供

・地域の需要や個別の施設の実情を踏まえ、必要に応じて、高
齢者救急・地域急性期機能でも、高齢者救急に関連する頻度
の高い手術等を実施

手術等の分担

初期診療後の転院
（下り搬送）手術等が必要な

場合の転院

（上り搬送）
急性期経過後の
速やかな転院
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在宅医療に係る提供体制の構築について

在宅医療の現状・課題

○ 2040年に向けて、在宅医療の需要の増加が見込まれる中、在宅医療を提供する診療所数は近年横ばいであり、特に人口の少ない地域
ほど、在宅医療において病院が担う役割が大きくなる傾向が見られる。

○ また、地域の在宅医療の提供体制の整備に当たっては、訪問診療・往診だけでなく、訪問看護や訪問歯科診療、訪問薬剤管理指導、
訪問リハビリテーション、訪問栄養食事指導、訪問介護をはじめとする介護保険サービスの提供体制についても併せて検討が必要。

在宅医療を担う診療所数の推移 病院の訪問診療料算定割合（人口規模別）

在宅医療に係る提供体制の整備の方向性
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資料出所：厚生労働省「医療施設調査」を基に厚生労働省医政局地域医療計画課において作成

資料出所：2023年10月NDBデータ、総務省「住民基本台帳人口」（2024年1月）を基に厚生労働省医政局地域医療計画課において作成

※ 訪問診療料（Ⅰ）及び（Ⅱ）の算定件数について、病院が算定した割合を集計

○ 在宅医療については、地域の慢性期医療の受け皿の一つとして、療養病床や介護保険施設の整備と一体的に考えていくとともに、従
来の体制による在宅医療の提供の維持が難しい場合には、地域の病院等が在宅医療等連携機能として新たに在宅医療を担うことも含め、
地域全体として必要な在宅医療を提供できる体制を確保していく。

○ 在宅医療等連携機能を担う医療機関は、 技術的支援も含めた訪問看護ステーション等との連携や、そのほか歯科医療機関、薬局、介
護サービス事業所、高齢者施設等との連携体制を構築していくことが重要。
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在宅医療等連携機能を担う医療機関の役割について

• 在宅医療等連携機能を担う医療機関に具体的に求められる役割や範囲は様々であり、地域の実情を踏まえ協議

を行う。

• また、具体的に担う役割に応じて、診療所や訪問看護ステーション、薬局、歯科医療機関、介護サービス事業

所等の在宅医療を支える関係者や高齢者施設等との連携を図っていくことが重要。

役割 概要

在宅医療の後方支援 急変時に入院対応が必要な患者の受入先としてバックベッドを確保した上で、必要時の入院受入を行う

往診の実施
休日・夜間等において、診療所のみでは対応が困難な場合に、必要に応じて自ら往診等の診療の補完を
行う

訪問診療の実施
小児や医療的ケア児等に対する専門性の高い在宅医療も含め、在宅医療を担 う診療所と連携して、自
ら訪問診療を行う

訪問看護の提供 地域の資源の状況に応じて、自施設での訪問看護の提供を行う

連携先 概要

在宅医療を担う診療所
連携する診療所等との定期的なカンファレンスを開催し、患者情報を共有するとともに、休日・夜間
等の連携体制を構築する

歯科医療機関、薬局、
介護サービス事業所等

ICT 等の活用により、患者の病状、服薬状況、口腔機能、栄養状態、ADL、 介護の状況等について、
必要な情報を関係者間で平時から共有できる体制の整備や、定期的なカンファレンス、急変時の連絡
体制の整備等を行う

高齢者施設等
高齢者救急・地域急性期機能を担う医療機関と同様、高齢者施設等の協力医療機関として、入所者の
急変時の相談対応や診療、入院対応を行う

自施設で担う役割の例

他の施設との連携の例
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精神医療に関する地域医療構想の今後の検討体制について

• 改正医療法が成立し、新たな地域医療構想に精神病床が位置付けられたことに伴い、精神科病院における医療機

関機能、医療機関機能報告・病床機能報告の内容や、必要病床数の推計方法等について、施行に向けて検討を進

めていく必要がある。

• このため、「地域医療構想及び医療計画等に関する検討会」のもとにワーキンググループを設置し、精神医療の

専門家や関係者等の有識者に参画いただきながら、検討を進めていくこととしてはどうか。検討に当たっては、

2027年（令和９年）10月から病床機能や医療機関機能の報告が開始されることを見据え、精神医療における地

域医療構想のガイドラインの策定に向けて、 2026年度（令和８年度）中を目途に結論を得るべく、検討を進め

ることとしてはどうか。

＜精神医療に関する地域医療構想検討ワーキンググループ＞

○主な検討事項

・ 2040年における精神医療の課題とそれを踏まえた地域医療構想における取組の内容

・ 精神医療における医療機関機能の考え方

・ 精神医療に係る医療機関機能報告及び病床機能報告の内容

・ 必要病床数の推計方法 等

○ 構成員
・ 精神医療の専門家、一般医療の専門家、自治体、当事者、学識者 等

○ 検討スケジュール
2026年（令和８年） WGにおいて議論

年度内を目途にとりまとめ ※ ワーキンググループは医政局、障害保健福祉部で開催する。
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精神医療に関する地域医療構想に係る今後のスケジュール（見込み）

精神医療に関する地域医療構想 医療計画

令和８年度 • 精神医療を含む地域医療構想策定ガイドライ
ンの作成に向けて国で議論

• ガイドラインの作成（令和８年度末を目途）

• 第８次医療計画（後期）に向け、都道府県に
おいて見直しの議論

令和９年度 • 第８次医療計画（後期）施行

令和10年度 • 地域医療構想を踏まえ、第９次医療計画見直
しに向けて国において議論

令和11年度 • 地域医療構想を踏まえ、第９次医療計画策定
に向け、都道府県において見直しの議論

令和12年度 • 第９次医療計画施行

都道府県が策定した地域医療構想
に基づく取組を進める。

地域医療構想に
精神医療が追加

令和10年４月施行※
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都道府県において
精神医療を含む地
域医療構想の策定
（令和11年３月
末までに策定）

医療機関機能等報告制度
への報告開始
（令和９年10月施行）

※令和11年３月末までの間
既存の地域医療構想につい
て、精神医療を含む地域医

療構想とみなす



講演Ⅱ

今村 知明 氏
奈良県立医科大学 教授
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核感染症課、佐世保市保健福祉部長/保健所長、厚生労働省食品保健部企画課等におい
て保健行政を担当。東京大学医学部附属病院企画経営部長/助教授を経て、2007 年より
現職。 
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の支援策等に関する検討会委員、文部科学省国立大学法人評価委員会専門委員（国立大
学法人分科会）、今後の医学教育の在り方に関する検討会委員、こども家庭庁 CDR
（Child Death Review ：こどもの死亡検証）の制度のあり方に関する検討会構成員、内
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第８次医療計画等に関する検討会

地域医療構想及び医療計画等に関する検討会

小児医療及び周産期医療の提供体制等に関するワーキンググループ

かかりつけ医機能が発揮される制度の施行に関する分科会

地域医療構想アドバイザー

厚生労働省 医政局1

社会保障審議会専門委員（介護給付分科会）

匿名医療・介護情報等の提供に関する委員会・専門委員会
厚生労働省 老健局2

CDR（Child Death Review ：こどもの死亡検証）の制度のあり方に関する検討会こども家庭庁3

国立大学法人評価委員会専門委員（国立大学法人分科会）文部科学省4

今後の医学教育の在り方に関する検討会文部科学省 高等教育局5

消費者委員会
内閣府6

食品安全委員会 企画等専門調査会

奈良県後期高齢者医療広域連合 奈良県健康長寿事業有識者会議

奈良県後期高齢者医療広域連合 奈良県長寿医療制度懇話会

奈良県高齢者保健福祉計画及び奈良県介護保険事業支援計画策定委員会

「面倒見のいい病院」指標検討会

奈良県循環器病対策推進会議

奈良県7

日本赤十字社血液事業審議会日本赤十字社8

杏林学園理事学校法人杏林学園9

関西医科大学評議員学校法人関西医科大学10
3
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厚生労働省 今後の高齢者人口の見通し
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/chiiki-houkatsu/dl/link1-1.pdf 5

【2025年問題】次フェーズは2段階に分かれる

• 高齢者の急速な増加
第一章

〜2025年

• 高齢者の数はあまり変わらないが、
就労人口の急速な減少

第二章
〜2045年

• 高齢者数の減少（ピークアウト）第三章
2045年〜

高齢化率就労人口高齢者数

上昇↑減少↓急激な上昇↑↑第一章
〜2025年

上昇↑急激な減少↓↓ほぼ横ばい→第二章
〜2045年

ほぼ横ばい→減少↓減少↓第三章
2045年〜

6



出生数過去最少、合計特殊出生率過去最低 10年連続減少

7

団塊の
世代

団塊
ジュニア

出生数の推移

（千人） l 2023年5月の国立社会保障・人口問題研究
所の将来人口推計（日本人人口ベース）で
は、2022〜2037年の15年間は出生数が
70万人台と予測、60万人台は2038年、
50万人台は2048年と予測され、以前の推
計より数年早く減少すると予測
→ すでに60万人台になってしまった

l 出生数の急減の最大の要因は、出産期の女
性の人口減少︓「女性数」要因

l 1971〜74年生まれの団塊ジュニアが
2019年に45歳以上になった影響︓
「年齢構成」要因

l 2016年以降は、合計特殊出生率が再び低
下に転じ、出生数を押し下げる方向に働い
ている︓「出生率」要因

人口減が予想より早く進む事態への
備えが求められる

令和7年(2025)人口動態統計月報年計（概数）の概況
国立社会保障・人口問題研究所
「日本の将来推計人口（平成29年・令和5年推計）出生中位（死亡中位）推計」
（日本人人口）からグラフ作成
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/geppo/nengai25/index.html
https://www.ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2017/db_zenkoku2017/s_tables/1-8(J).xls
https://www.ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2023/db_zenkoku2023/s_tables/1-8(J).xlsx

令和7年（2025年）人口動態統計（概数）公表（2026年6月3日）

l 出生数は 671,236 人（令和6年(確定数) 686,173人から 41,227人減少）←過去最少を更新
l 合計特殊出生率は 1.14（令和6年 1.15 から 0.01 ポイント低下）←過去最低、10年連続低下
l 死亡数は1,589,489 人（令和6年(確定数) 1,605,378人から 15,889人減少）←5年ぶりに減少
l 自然増減数は 19年連続減少△ 918,253 人（令和6年△919,205人から 952人減少）←19年連続マイナス
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国立社会保障・人口問題研究所

将来推計（日本人人口）

出生数

将来推計

千人

2020年まで︓平成29(2017)年推計値
2021年以降︓令和5(2023)年推計値

u国立社会保障・人口問題研
究所が公表している「日本
の将来推計人口（令和5年
推計）」によると、
出生数が67万人台になるの
は2040年の予測だった
→ 15年早く減少！！

u死亡数は5年ぶりに減少
新型コロナウイ ルス感染症による
死者が2万1497人と、前年を1万
4368人下回ったことが影響した

u出生数から死亡数を引いた「自
然減」は91万8253人となり、過去
最大だった前年から952人減った

参考：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計） （参考：日本人人口）出生中位（死亡中位）推計」
https://www.ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2023/db_zenkoku2023/db_r5_suikeikekka_1_Japanese.html 8



厚生労働省 中央社会保険医療協議会総会（第341回）総-2参考
http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12404000-Hokenkyoku-Iryouka/0000167844.pdf 9

10



11参考：2026/1/28第10回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会 資料1 スライド6 https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_69356.html

参考：2024/3/29第１回新たな地域医療構想等に関する検討会 資料２
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_39258.html 12



参考：2024/3/29第１回新たな地域医療構想等に関する検討会 資料２
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_39258.html 13

厚生労働省 中央社会保険医療協議会 総会（第411回）総－４－２（スライド25）参考 https://www.mhlw.go.jp/content/12404000/000493996.pdf 14



15

（注１）令和４年度までは決算、令和５年度は補正後予算、令和６年度は予算による。
（注２）公債発行額は、平成２年度は湾岸地域における平和回復活動を支援する財源を調達するための臨時特別公債、平成６〜８年度は消費税率３％から

５％への引上げに先行して行った減税による租税収入の減少を補うための減税特例公債、平成23年度は東日本大震災からの復興のために実施する施
策の財源を調達するための復興債、平成24年度及び25年度は基礎年金国庫負担２分の１を実現する財源を調達するための年金特例公債を除いている。

（注３）令和５年度の歳出については、令和６年度以降の防衛力整備計画対象経費の財源として活用する防衛力強化資金繰入4.4兆円が含まれている。
（出典）
R6財務省財政に関する資料「一般会計税収、歳出総額及び公債発行額の推移」https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/condition/003.pdf

我が国財政は歳出が税収を上回る状況が続いています。
その差の多くは借金（建設公債・特例公債）によって賄われています。

16
（出典）R6財務省財政に関する資料「債務残高の国際比較（対ＧＤＰ比）」https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/condition/007.pdf
日本の財政関係資料（R6年4月）「参考戦前からの債務残高対GDP比の推移」https://www.mof.go.jp/policy/budget/fiscal_condition/related_data/202404_00.pdf

我が国の財政は、毎年の多額の国債発行が積み重なり、国際的にも歴史的にも最悪の水準にあ
ります（太平洋戦争末期と同水準）。

欧州諸国のような財政危機の発生を防ぐために、ＧＤＰ（返済の元手）との対比で債務残高が伸
び続けないよう、収束させていくことが重要です。

戦前からの債務残高対GDP比の推移

太
平
洋
戦
争

債務残高の国際比較（対GDP比）

※数値は令和４年（2022年）の値。

（出所） IMF “World Economic Outlook” (2024年４月）
（注１）数値は一般政府（中央政府、地方政府、社会保障基金を合わせたもの）ベース。
（注２）日本、米国及びフランスは、2023年及び2024年が推計値。それ以外の国は、2024年が推計値。

政府債務残高は、「国債及び借入金現在高」の年度末の値（「国債統計年報」等による）。
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Ø 2025

若年者が減少し、高齢者が増加する
• 高齢者人口 3600万人

• 慢性疾患を抱える高齢者
要介護人口 約1.5倍増

急性疾患が減少し、慢性疾患が増加する
（高齢者の疾患が増える)

急性期の病床は余り、
慢性期の病床が不足する懸念がある

18



実際のところ、患者数が減少する地域では、

病院の統合・再編を促す政策

2025年での医療需要の急増に対し・・・

•
•

以上により対応することを企図した政策

実際のところ、患者数が減少する地域では、

19

• 平成27年6月、政府の「医療・介護情報の活用による

改革の推進に関する専門調査会」において、

医療機能別の必要病床数の推計値が公表

政府 社会保障制度改革推進本部 第５回 医療・介護情報の活用による改革の推進に関する専門調査会（平成27年6月15日） 資料１
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/shakaihoshoukaikaku/chousakai_dai5/siryou1.pdf 20



療養病床の入院患者のうち

本当に可能か？

21

厚生労働省 令和6年8月26日開催 第7回新たな地域医療構想に関する検討会【資料1】（参考：スライド36）https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001294917.pdf 22



厚生労働省 令和6年8月26日開催 第7回新たな地域医療構想に関する検討会【資料1】（参考：スライド35）https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001294917.pdf 23

24



• 平成27年6月、政府の「医療・介護情報の活用による改革の推進に

関する専門調査会」において、医療機能別の必要病床数の推計値
が公表

• 2025年に今のまま推移すると、152万床が必要とされ
たが、うち30万人は病院以外での対応可能とした。

政府 社会保障制度改革推進本部 第５回 医療・介護情報の活用による改革の推進に関する専門調査会（平成27年6月15日） 資料１
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/shakaihoshoukaikaku/chousakai_dai5/siryou1.pdf 25

参考：第５回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会（2025/10/15） https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_64631.html 26



厚生労働省 令和7年1月10日開催 新たな地域医療構想について（長崎県地域医療構想セミナー）https://www.pref.nagasaki.jp/shared/uploads/2025/01/1736226633.pdf 27

厚生統計要覧（令和2年度） 第2編 保健衛生 第2章 医療 より抜粋
https://www.mhlw.go.jp/toukei/youran/indexyk_2_2.html

平 成 11 年
（1999）

509 438 114

令 和 元 年
（2019）

450 462 423

年　　次
総　　数

（単位：人）

平 成 11 年
（1999）

12 786 484

令 和 元 年
（2019）

16 473 879

年　　次
総　　数

（単位：人）

★つまり、総患者数は増加している
そして

平 成 11 年
（1999）

39.8 27.2

令 和 元 年
（2019）

27.3 16.0

（単位：日）

年　　次 全　病　床 一般病床

年　　次 全　病　床 一般病床

平 成 11 年
（1999）

84.6 81.9

令 和 元 年
（2019）

80.5 76.5

（単位：％）

★しかし、
患者数の増加よりも平均在院日数の
短縮の方が 大きかったため、
結果として病床の利用率が落ちた

28



ところで・・・
2020年以降は新型コロナウイルスばかり報道されていたが、

毎年猛威を振るうインフルエンザの状況は？

（週目）

2022-2023年は、海外からの入国が緩和されて人的交流が増加し、国内へウイルスが持ち込まれる
可能性が昨年以上に高くなった。
折しも、日本でも過去2年間、国内での流行がなかったため、社会全体のインフルエンザに対する集

団免疫が低下しており、一旦感染が起こると、特に小児を中心に社会全体として大きな流行となった
可能性が考えられる。
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2023年はコロナ前ほどで

はないが、インフル流行の
波が発生した

2024年は更に大きな流行となった

2021・2022年は
0.01や0.02という
数字だったため、
0軸上に横ばい
状態

29

l 厚生労働省が公表している病院報告から、2020年の外来
患者数は前年比9.9％減、1日平均在院患者数は5.6％減
であることが分かった。

• 1～12月の1日平均患者数から年間平均患者数を割り出した。

• 外来患者数は119万3137人（前年 132万4853人）

• 在院患者数は116万5806人（前年 123万4503人）

l 外来・在院患者数はともに5月に大幅な減少が見られた。
その後は回復傾向だが、前年を下回る状況にある。

• 外来患者は4月が19.5％減、5月に25.2％減と大幅に減少。

• 在院患者は5月に10.0％減、6月に8.0％減。以降は4～6％台の
減少幅で推移。

令和２年通年患者、
外来9.9％減、在院5.6％減

参考：病院の外来患者9.9％減、在院患者は5.6％減 20年病院報告 メディファクス 8476号（2021/04/06） 30



コロナ後も病院（一般病床）の病床利用率は減少している

病床利用率の減少は
日本全体での新入院患者の減少が主原因であると考えられる

総数（人）年次

約5.1億平成11年

約4.5億令和元年

約4.1億令和4年

総数（人）年次

約1,227万平成11年

約1,562万令和元年

約1,416万令和2年

約1,382万令和4年

日年次

27.2平成11年

16.0令和元年

16.2令和4年

％年次

81.9平成11年

76.5令和元年

69.0令和4年

31

コロナ後も病院（一般病床）の病床利用率は減少している

総数（人）年次

約5.1億平成11年

約4.5億令和元年

約4.1億令和6年

総数（人）年次

約1,227万平成11年

約1,562万令和元年

約1,416万令和2年

約1,532万令和6年

日年次

27.2平成11年

16.0令和元年

15.5令和6年

％年次

81.9平成11年

76.5令和元年

73.3令和6年

日本全体で新入院患者は戻りつつあるが、予想されていた新入院患
者増はなく、病床利用率の減少は続いている 32



u その原因として日本全国での推計死亡数が予想よりも
かなり多くなったことが関与していると考えられる。

u 国立社会保障・人口問題研究所（社人研）による推計
日本人死亡者数（平成29年推計）と、人口動態統計
における日本人死亡者数を用いて、超過死亡※を算出。

u 仮に65歳以上の超過死亡者が生存していたとすると、
入院患者数は121万人（R2患者調査）から約34,000人
程度多くなる見込み。
→稼働率に平均2.8％程度の影響が出ている可能性

2025年2024年2023年2022年2021年

67,862人116,387人115,754人115,089人8,615人超過死亡※

69,618人114,658人96,712人114,868人うち65歳以上

※ここでは平成29年時点での推計死亡数を超えたぶんの実死亡数を「超過死亡」と仮称している。

33

u 病院の全病床の病床利用率は令和元年から令和4年に
かけて5％減っている。

u 病床利用率5％減少のうち、日本全国での超過死亡数が
推計よりも約20万人多かったことによる影響として2.8％程
度≒5割程度は説明できる。

これはサービス付き高齢者住宅の増加による影響が大きい
と考えられる。

u 令和元年から令和6年では3％の減であるため、死亡による

影響と高齢者の自然増にともなう患者増が相殺された結果
と考えられる。

u 現時点で老人施設も空床が目立っている。

老健施設での空床だけでなく、特別養護老人ホームでも空
床が出て来ていた。今は特養は埋まりつつあるが、老健な
どでは稼働減が続いている。

u 日本全体で入院だけでなく施設入所する人が減ってきてい
る状況である。

34



病院の経営悪化の現状

35

7

n の傾向や

稼働率8 7 に

n
する傾向も

n助かる命も亡くなる
ケースが・・・

2025年6月12日「よんちゃんTV」（今村取材出演）放送内容から作成 36



で

医療体制が維持されて
いたが により
残業が制限され体制が
破綻しつつある

医師が から
に

やりがいよりも、美容
などの

に

使命感だけでは続け
られない人が増加

2025年6月12日「よんちゃんTV」（今村取材出演）放送内容から作成 37

病床規制の導入前に
全国で

現在 の時期に
しかし

建て替えを検討してい
たが

建築費は
かつての

1 100
200

2025年6月12日「よんちゃんTV」（今村取材出演）放送内容から作成 38
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40

u日本全国での推計死亡数が予想よりもかなり多くなっている。
u国立社会保障・人口問題研究所（社人研）による推計日本人

死亡者数（平成29年推計）と、人口動態統計における日本
人死亡者数を用いて、超過死亡※を算出。

u仮に65歳以上の超過死亡者が生存していたとすると、
入院患者数は121万人（R2患者調査）から約34,000人程
度多くなる見込み。
→稼働率に平均2.8％程度の影響が出ている可能性

2025年2024年2023年2022年2021年
1,589,4891,618,6841,597,6271,575,4621,446,437死亡者数
1,521,6271,502,297 1,481,873 1,460,373 1,437,822 推計値

67,862116,387115,754115,0898,615超過死亡※

69,618114,65896,712114,868うち65歳以上

※ここでは平成29年時点での推計死亡数を超えたぶんの実死亡数を「超過死亡」と仮称している。

（単位︓人）

１. 背景（１）

出典：令和7年10月30日（木）第84回 日本公衆衛生学会総会 発表スライド



３. 結果（１）投入変数間の関連 相関係数

41出典：令和7年10月30日（木）第84回 日本公衆衛生学会総会 発表スライド

訪問看護
利用者数

超過死亡
者の割合

超過死亡者の割合(注）

.627**75歳以上人口割合

.666**病床数(注）

-.774**平均月収

.432**病院あたりの看護要員数

-0.096 老人ホーム定員数の増加
(注）

-.330*訪問看護利用者数(注）

.462**2019年から2023年のサ
高住の増加戸数(注）
**. 相関係数は 1% 水準で有意 (両側) 
*. 相関係数は 5% 水準で有意 (両側) 
(注）人口10万人当たりの数

３. 結果（２）一般化線形モデル

出典：令和7年10月30日（木）第84回 日本公衆衛生学会総会 発表スライド

（注）人口10万人当たりの数

95％信頼区間係数有意確率

1.0110.9971.0040.26175歳以上人口割合

1.0650.9921.0280.13病床数(注）

0.9980.9880.9930.01平均月収

1.0020.99810.754病院あたりの看護要員数

1.3360.9771.1420.096老人ホーム定員数の増加
(注）

1.0740.6450.8330.159訪問看護利用者数(注）

2.4551.1081.6490.0142019年から2023年のサ高
住の増加戸数(注）

1.00411.0020.049(切片)
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サ高住が今たくさんあるところでますます増加している。

３. 結果（３）人口当たりサ高住数とその増加量

43出典：令和7年10月30日（木）第84回 日本公衆衛生学会総会 発表スライド

４. 考察（１）病院の経営状況について

44

厚生労働省 令和7年1月10日開催 新たな地域医療構想について（長崎県地域医療構想セミナー）https://www.pref.nagasaki.jp/shared/uploads/2025/01/1736226633.pdf

出典：令和7年10月30日（木）第84回 日本公衆衛生学会総会 発表スライド



u 近年、高齢者向け事業において、一部の事業者による不
適切事例が問題視されている。

u 老人ホームが、多額の診療報酬を得られる難病患者受入
れの目的で紹介事業者に高額な紹介料を支払う。

u 訪問看護を過剰に提供し不正に診療報酬を請求する。

（ホスピス型有料老人ホームの入居者らに対し、必要性の
低い頻繁な短時間訪問や複数人での訪問、早朝・夜間で
の実施で高額報酬を得ていると判断されるケースがある）

u 過度の身体拘束・薬物による科学的拘束の常態化

・・・など

不適切を指摘される高齢者向け事業、
適正化の流れ

一例として・・・

サンウェルズ（PDハウス）など

アンビスHD（医心館）、サンウェルズ（PDハウス）など

恵山恵愛会（北海道）、長船荘（岡山県） など 45

2040

2026 7 3

HP

46参考：2040年に向けた地域医療構想「地域医療構想策定ガイドライン」 https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001718620.pdf



厚生労働省 令和7年7月4日開催 第116回社会保障審議会医療部会【資料1】 https://www.mhlw.go.jp/content/10801000/001512865.pdf 47

総務省 令和8年9月29日開催 令和8年度 持続可能な地域医療の確保に向けた公立病院の経営強化に関する検討会 （第1回）【資料3】より抜粋 48



総務省 令和8年9月29日開催 令和8年度 持続可能な地域医療の確保に向けた公立病院の経営強化に関する検討会 （第1回）【資料3】より抜粋 49

総務省 令和8年9月29日開催 令和8年度 持続可能な地域医療の確保に向けた公立病院の経営強化に関する検討会 （第1回）【資料3】より抜粋 50



総務省 令和8年9月29日開催 令和8年度 持続可能な地域医療の確保に向けた公立病院の経営強化に関する検討会 （第1回）【資料3】より抜粋 51

総務省 令和8年9月29日開催 令和8年度 持続可能な地域医療の確保に向けた公立病院の経営強化に関する検討会 （第1回）【資料3】より抜粋 52



u 7/3厚労省より、2040年の医療提供体制構築に向けた
「地域医療構想策定ガイドライン」が公表された。

u 今回、構想区域について「人口20万人以上」を基本と
しつつ、地域の実情を踏まえて見直すこととなった。
u現在の二次医療圏の半数近くが人口20万人以下。

今後さらに人口減少が進行した場合、区域内で入院医療を
完結させることが難しくなると見込まれている。

u都道府県境をまたいで患者の流出入が多い区域では、隣接
する都道府県と合同で調整会議を開くなど、区域を超えた連
携体制も考えられる。

2040年に向けた地域医療構想ガイドライン

53参考：2040年に向けた地域医療構想 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html

54

u 2040年に全国で必要となる病床数は106.9万床と推計。
（2025年は116.4万床、約10万床 減）

u うち、急性期・高度急性期については37.4万床となる。
（2025年は66万床、約29万床・約4割 減）

u ほか、包括期として41.6万床、慢性期として28万床が
見込まれている。

u区分見直しにより、従来の「回復期機能」に「高齢者の急性
期患者に治療と早期リハビリテーションを提供し在宅復帰に
つなげる機能」を加えた「包括期機能」が制定された。

参考：2040年に向けた地域医療構想 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html



55参考：2040年に向けた地域医療構想 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html

厚生労働省 令和6年12月3日開催 第13回新たな地域医療構想に関する検討会【資料1】（参考：スライド49） 一部修正済み
https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001344036.pdf 56



総務省 令和8年9月29日開催 令和8年度 持続可能な地域医療の確保に向けた公立病院の経営強化に関する検討会 （第1回）【資料3】より抜粋 57

総務省 令和8年9月29日開催 令和8年度 持続可能な地域医療の確保に向けた公立病院の経営強化に関する検討会 （第1回）【資料3】より抜粋 58



総務省 令和8年9月29日開催 令和8年度 持続可能な地域医療の確保に向けた公立病院の経営強化に関する検討会 （第1回）【資料3】より抜粋 59

総務省 令和8年9月29日開催 令和8年度 持続可能な地域医療の確保に向けた公立病院の経営強化に関する検討会 （第1回）【資料3】より抜粋 60



総務省 令和8年9月29日開催 令和8年度 持続可能な地域医療の確保に向けた公立病院の経営強化に関する検討会 （第1回）【資料3】より抜粋 61

総務省 令和8年9月29日開催 令和8年度 持続可能な地域医療の確保に向けた公立病院の経営強化に関する検討会 （第1回）【資料3】より抜粋 62



総務省 令和8年9月29日開催 令和8年度 持続可能な地域医療の確保に向けた公立病院の経営強化に関する検討会 （第1回）【資料3】より抜粋 63

総務省 令和8年9月29日開催 令和8年度 持続可能な地域医療の確保に向けた公立病院の経営強化に関する検討会 （第1回）【資料3】より抜粋 64



総務省 令和8年9月29日開催 令和8年度 持続可能な地域医療の確保に向けた公立病院の経営強化に関する検討会 （第1回）【資料3】より抜粋 65

uガイドラインにおいて医療機関の役割が五つに整理さ
れ、担う役割が明確化された。

u基本的には「高齢者救急・地域急性期機能」、「急性期
拠点機能」、「在宅医療等連携機能」、「専門等機能」
のうち、自らが担う機能を選んで都道府県に報告。

大学病院本院はこれらとは別に、人材育成や広域的
な診療を担う「医育及び広域診療機能」を報告する。

u医療機関は「現在担っているものに近い機能」、「2040
年に担う予定の機能」、「診療実績」などを毎年の医療
機関機能報告で示す。
2028年度までに、地域医療構想調整会議での協議を
経て、各医療機関が2040年に担う機能を決定する。
以降はその内容と診療実績を都道府県へ報告する。

66
参考：「厚労省、2040年見据え地域医療構想の新指針」（2026/7/5）事業構想

https://www.projectdesign.jp/articles/news/f1f0faf3-579b-41fb-b0e3-2ec4d57af287



u 「急性期拠点病院」は、人口20万～30万人程度につき
一か所確保することが基本の目安となる。

u人口が少ない地域では一か所に絞り込む。
人口100万人を超える大都市や患者の流出入が激しい首都
圏の区域では、地域の実情に応じた協議が求められる。

u全身麻酔手術の件数や救急搬送の受入件数などの診療基
本データを基本にしつつ、医師の確保見込みや建物の老朽
化、補助金や繰入金の活用状況なども含め、公立・公的・民
間の別を問わず、実際の診療実態に基づいて総合的に判断
する。

u「高齢者救急・地域急性期機能」と「急性期拠点病院」は同時
報告することはできない。

u急性期拠点病院を担う医療機関の協議が難航する場
合には、都道府県が最終判断する方向も示された。

67

参考：「新構想GL、「急性期拠点」と「高齢者救急・地域急性期」は同時報告不可」（2026/7/6）medifax9722号
「厚労省、2040年見据え地域医療構想の新指針」（2026/7/5）事業構想
https://www.projectdesign.jp/articles/news/f1f0faf3-579b-41fb-b0e3-2ec4d57af287

68参考：2040年に向けた地域医療構想 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html



u各都道府県は
2028
することになる。

u2026年度から2027年度上半期にかけて医療需要や
医療提供体制の現状を分析し、構想区域の点検・見直
しを行う。
2028年度までに急性期拠点機能を担う医療機関など具
体的な内容を協議し、地域医療構想として取りまとめる。

u取組の進捗は
定期的な点検と必要に応じた見直しを行い、
2035年度頃を目途に、
医療機関機能の役割分担などについて
一定の成果を確保することを目指す。

69

70参考：2040年に向けた地域医療構想 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html



（R7.12月の地域医療構想調整会議・医療審議会の振り返り）

参考：令和8年6月11日(木)開催「令和8年度第1回西和構想区域地域医療構想調整会議」奈良県における病床配分方針について（資料1） https://www.pref.nara.lg.jp/n081/p001018.html 71

72

（R7.12月の地域医療構想調整会議・医療審議会の振り返り）

参考：令和8年6月11日(木)開催「令和8年度第1回西和構想区域地域医療構想調整会議」奈良県における病床配分方針について（資料1） https://www.pref.nara.lg.jp/n081/p001018.html



73

（R7.12月の地域医療構想調整会議・医療審議会の振り返り）

参考：令和8年6月11日(木)開催「令和8年度第1回西和構想区域地域医療構想調整会議」奈良県における病床配分方針について（資料1） https://www.pref.nara.lg.jp/n081/p001018.html

看護師学校養成所の定員割れについて

2026/07/30
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u 2025年度の専門学校と大学の看護学科の受験者数は
計14.1万人と、10年前（20.4万人）と比べて３割程度減
少している。

u18歳人口の減少割合（120万人→110万人、１割程度）を上回
る速度。

uとくに看護師養成所（３年制）における2025年度の入学

者は約２万人で、定員に対する充足率が初めて８割を
下回った。

u受験者の減少を受けて、生徒募集停止や閉校を選択
する学校・学科も増加している。

看護師学校養成所の定員割れについて

参考：第１回 2040年に向けた看護職員の養成・確保の在り方に関する検討会（2026/4/10） https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_72355.html 75

参考：第１回 2040年に向けた看護職員の養成・確保の在り方に関する検討会（2026/4/10） https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_72355.html 76



参考：第１回 2040年に向けた看護職員の養成・確保の在り方に関する検討会（2026/4/10） https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_72355.html 77

参考：第１回 2040年に向けた看護職員の養成・確保の在り方に関する検討会（2026/4/10） https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_72355.html 78



参考：第１回 2040年に向けた看護職員の養成・確保の在り方に関する検討会（2026/4/10） https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_72355.html 79

参考：公益社団法人 日本医師会
令和７年 医師会立 助産師・看護師・准看護師学校養成所調査
https://www.med.or.jp/dl-med/chiiki/kango/survey_R0705.pdf

80



u近年は訪問看護等への需要も高まり、高齢者人口が
ピークを迎える2040年に向けて看護師需要も高まるこ
とが予測される。

u一方、18歳人口は2040年には約82万人と、現在の７割
程度まで落ち込む見通し。

u看護師学校養成所の定員割れが常態化し、新規の看
護師就業者が減少し続けると、近い将来看護師不足
によって地域医療の提供に深刻な影響が出ると考えら
れる。

参考：「看護師不足や質低下に懸念相次ぐ、厚労省検討会が初会合」m3.com（2026/4/13） https://www.m3.com/news/iryoishin/1330453 81

u 病院の経営難の中、政府は地域医療構想に加え、
医師偏在対策と働き方改革を「三位一体」で引き続き
推進していく方針を示している。

u だがこれらを同時に解決することはむずかしい

地域医療構想

医師偏在対策 働き方改革

医療者数の将来設計は？
地域医療をどう守る？

医師の健康と患者の命を
天秤にかけるようなもの

医師確保と労働改善、
同時に進めるのは大変

82



l 人口構成の変化に医療界が正しく対応して
ゆくためには、医療界自身が正しく現状を
認識する必要がある

Ø

Ø2040

83

ご清聴有難うございました
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講演Ⅲ

神野 正博 氏
全日本病院協会 会長



略歴 

 

神野正博 Masahiro Kanno M.D.,Ph.D 
社会医療法人財団董仙会（とうせんかい）恵寿総合病院理事長 
CEO of Keiju Healthcare System 
 
1980 年 日本医科大学卒 
1986 年 金沢大学大学院医学専攻科卒（医学博士）。金沢大学第 2 外科助手を経て、 
1992 年 恵寿総合病院外科科長 
1993 年 同病院長（2008 年退任） 
1995 年 特定医療法人財団董仙会（2008 年 11 月より社会療法人財団に改称、2026 年創立 92 周年）理

事長 
2011 年 社会福祉法人徳充会理事長併任 
2025 年 公益社団法人全日本病院協会会長 
 
専門は消化器外科。全日本病院協会以外の主な公職：NPO 法人 VHJ 機構理事長、日本社会医療法人

協議会副会長、日本医療機能評価機構評議員、石川県病院協会副会長、七尾商工会議所副会頭ほか。 
現在、厚生労働省において社会保障審議会医療部会委員、医師養成過程を通じた医師の偏在対策等に関

する検討会委員、地域における医療従事者の安定的な養成・確保に関する検討会委員を務める。 



















講演Ⅳ

風間 雄一郎 氏
福島県 保健福祉部 次長



風間 雄一郎（かざま ゆういちろう） 略歴 

 

 

現職 福島県保健福祉部次長（健康衛生担当）  

 

 

H9. 4  福島県入庁 

H30.4  福島県古殿町副町長 

R2. 4  福島県商工労働部企画主幹 

R5. 4  福島県保健福祉部医療人材対策室長 

R7. 4  福島県保健福祉部地域医療課長 

R8. 4  現職 
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